
第1章 「思いやりと希望にみちたまちづくり」 

～保健・福祉の充実、子育て・子育ち環境の充実～ 

 

1. 地域福祉活動の充実 
① 人と人とのふれあい、交流があり、ともに支え合うまちづくりを推進します 
② 地域福祉活動に関する情報の発信を推進します 
2. 市民の健康づくりの推進 
① 「健康なまち佐倉」を推進します 
② 生活習慣病の予防を推進します 
③ がん・感染症などの早期発見・重症化防止を推進します 
④ 医療に関する情報の提供を推進します 
⑤ 救急医療体制を維持・充実します 
⑥ 難病者等の支援を推進します 
⑦ 健康危機対策を充実します 
3. 子育て支援の充実 
① 妊娠・出産・育児の各期に応じた健康保持に必要な支援を行います 
② 感染症予防を推進します 
③ 保育・子育て支援事業を充実します 
④ 子育て情報の提供と、相談・交流の場づくりを推進します 
⑤ 地域における子育て協力体制づくりを推進します 
⑥ 子育てに係る経済的負担の軽減を推進します 
⑦ 児童虐待防止対策を推進します 
4. 高齢者支援の充実 
① 高齢者が楽しく生きがいのある暮らしづくりを推進します 
② 介護予防を推進します 
③ 多様な生活支援サービス提供体制の整備を推進します 
④ 認知症施策を推進します 
⑤ 介護保険制度の効率的運用を図ります 
⑥ 医療・介護・福祉・保健のネットワーク構築を推進します 
5. 障害者福祉の充実 
① 障害に対する理解を促進します 
② 障害福祉サービスを充実します 
6. 国民健康保険、後期高齢者医療の適正運用 
① 国民健康保険制度、後期高齢者医療制度を適正に運用します 
② 特定健診、特定保健指導を推進します 
③ 保健事業を推進します 
7. 生活困窮者支援の充実 
① 生活困窮者の自立を促進します 
② 生活困窮者の相談・指導体制を充実します 

 

 



総合計画の位置付け 
第 1 章-基本施策 1-施策 1 (人と人とのふれあい、交流があり、ともに支え合うまちづくりを

推進します) 

会計 / 区分 【会計】一般会計 3 款-1 項-1 目     /  経常経費 

事業名 467 地域福祉推進団体助成事業 

担当所属 社会福祉課 事業期間 平成23 年度～平成31 年度 

【実施計画の概要】 

事業の内容 

市内全域で市民を対象とした地域福祉事業を実施している社会福祉法人佐倉市社会福祉協議会

に対して、市民生活に密着した地域福祉を推進する事業に係る経費や、それら事業を実施するた

めに必要な職員人件費の一部を補助し、その活動を支援します。 

事業の目的 

善意銀行、ボランティアセンターの運営など佐倉市社会福祉協議会による地域福祉を推進する事

業が、継続的かつ円滑に実施されることによって、市民参加による地域福祉の充実、向上を図ろう

とするものです。 

事業の効果 

佐倉市社会福祉協議会の市民生活に密着した社会福祉事業や、市民参加を促進する地域福祉事

業が実施されることで、地域福祉の充実、向上が図られ、併せて地域住民相互の支え合いによる地

域福祉の推進体制づくりを進めることができます。 

【事業の概要】 

年度 事業費(千円) 事業内容 

平成30 年度 42,279 

各種事業を展開して佐倉市の地域福祉を推進する社会福祉法人佐倉市社会福

祉協議会に補助金を支出して、その活動を支援します。 

（社会福祉協議会事業補助金対象事業） 

 ・地域福祉推進事業  

 ・ボランティア推進事業    

 ・生活支援・権利擁護推進事業 

 ・法人運営事業 

平成31 年度 42,279 

各種事業を展開して佐倉市の地域福祉を推進する社会福祉法人佐倉市社会福

祉協議会に補助金を支出して、その活動を支援します。 

（社会福祉協議会事業補助金対象事業） 

 ・地域福祉推進事業  

 ・ボランティア推進事業    

 ・生活支援・権利擁護推進事業 

 ・法人運営事業 

平成32 年度 42,279 

各種事業を展開して佐倉市の地域福祉を推進する社会福祉法人佐倉市社会福

祉協議会に補助金を支出して、その活動を支援します。 

（社会福祉協議会事業補助金対象事業） 

 ・地域福祉推進事業  

 ・ボランティア推進事業    

 ・生活支援・権利擁護推進事業 

 ・法人運営事業 

合計 126,837  

【活動指標・成果指標】 

指標名 平 成 3 0 年 度 平 成 3 1 年 度 平 成 3 2 年 度 

おもちゃ図 書 館 事 業 の実 施 回 数 48 回 48 回 48 回 

おもちゃ図 書 館 事 業 の利 用 人 数 1,200 人 1,200 人 1,200 人 

善 意 銀 行 事 業 に よる貸 付 件 数 申請により貸付を行う 申請により貸付を行う 申請により貸付を行う 

福 祉 総 合 相 談 事 業 の相 談 回 数 835 回 835 回 835 回 

総 合 相 談 事 業 の 相 談 件 数 5,000 件 5,000 件 5,000 件 

地域福祉活動を行うボランティア団体数  109 団体 109 団体 109 団体  
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総合計画の位置付け 
第 1 章-基本施策 1-施策 1 (人と人とのふれあい、交流があり、ともに支え合うまちづくりを

推進します) 

会計 / 区分 【会計】一般会計 3 款-1 項-1 目     /  経常経費 

事業名 677 民生委員・児童委員活動支援事業 

担当所属 社会福祉課 事業期間 平成23 年度～平成31 年度 

 

【実施計画の概要】 

事業の内容 

・厚生労働大臣、県知事、市長の委嘱を受け、担当区域で活動する民生委員・児童委員、主任児童

委員とその活動の支援、援助を行います。 

・佐倉市民生委員・児童委員協議会に対し交付金を交付し、市内８地区民生委員・児童委員協議会

で行政事務連絡等の定例会を毎月１回、さらに民生委員としての資質向上のための研修等を実施

します。 

事業の目的 

・地域での福祉奉仕者として要援護対象世帯へ援助をさしのべる民生委員・児童委員活動を支援

することで、地域福祉の充実向上を図ります。 

・市と民生委員・児童委員が、福祉関係業務等に関して十分な連携を図りながら、円滑かつ適正な

各種福祉施策を実施します。 

事業の効果 

・地域福祉の担い手として、地域福祉活動・福祉団体活動の中心的な役割を果たしている民生委

員・児童委員とその活動を支援することで、地域福祉の充実を図ります。 

・地域奉仕の精神をもって、住民の立場に立った相談や支援を行い、地域福祉の増進を図ります。 

 

【事業の概要】 

年度 事業費(千円) 事業内容 

平成30 年度 12,097 

・地域福祉を担っている民生委員・児童委員、主任児童委員へ報償費、佐倉市民

生委員児童委員協議会へ交付金を支出し、その活動を支援するとともに、行政事

務連絡等の各地区定例会を開催します。 

・佐倉市民生委員・児童委員協議会に広報研修、児童、高齢者の専門部会を設け

て、研修会等を実施します。 

平成31 年度 12,097 

・地域福祉を担っている民生委員・児童委員、主任児童委員へ報償費、佐倉市民

生委員児童委員協議会へ交付金を支出し、その活動を支援するとともに、行政事

務連絡等の各地区定例会を開催します。 

・佐倉市民生委員・児童委員協議会に広報研修、児童、高齢者の専門部会を設け

て、研修会等を実施します。 

平成32 年度 12,097 

・地域福祉を担っている民生委員・児童委員、主任児童委員へ報償費、佐倉市民

生委員児童委員協議会へ交付金を支出し、その活動を支援するとともに、行政事

務連絡等の各地区定例会を開催します。 

・佐倉市民生委員・児童委員協議会に広報研修、児童、高齢者の専門部会を設け

て、研修会等を実施します。 

合計 36,291  

 

【活動指標・成果指標】 

指標名 平 成 3 0 年 度 平 成 3 1 年 度 平 成 3 2 年 度 

地区定例会、研修会等の実施回数 105 回 105 回 105 回 

民生委員・児童委員の定数の充足 215 人 215 人 215 人 
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総合計画の位置付け 
第 1 章-基本施策 1-施策 1 (人と人とのふれあい、交流があり、ともに支え合うまちづくりを

推進します) 

会計 / 区分 【会計】一般会計 3 款-1 項-1 目     /  臨時経費 

事業名 680 西部地域福祉センター修繕事業 

担当所属 社会福祉課 事業期間 平成28 年度～平成31 年度 

 

【実施計画の概要】 

事業の内容 

地域福祉活動の拠点施設である西部地域福祉センターにおいて、地域福祉活動の推進や高齢者

等の交流事業等の実施とともに、必要な改修、修繕を行いながら施設の適正な管理運営に努めま

す。 

事業の目的 

施設の老朽化に伴い経年劣化した設備等について、工事、修繕等を行い、適正な維持管理に努め

ます。 

事業の効果 

当該施設を整備することにより、地域福祉活動の推進拠点として市民が活動できる場を提供しま

す。 

 

【事業の概要】 

年度 事業費(千円) 事業内容 

平成30 年度 11,556 

①空調設備更新工事を実施します。 

②浴室設備の濾過機の濾材を交換します。 

平成31 年度 12,593 

①空調設備更新工事を実施します。 

②柱上負荷開閉器（ＰＡＳ）の交換を実施します。 

③浴室設備の濾過機の濾材を交換します。 

平成32 年度 11,016 

①空調設備更新工事を実施します。 

合計 35,165  

 

【活動指標・成果指標】 

指標名 平 成 3 0 年 度 平 成 3 1 年 度 平 成 3 2 年 度 

西部地域福祉センターの修繕等の件数  必要な件数 必要な件数 必要な件数 

西部地域福祉センターの利用人数（合計）  82,000 人 82,000 人 82,000 人 
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総合計画の位置付け 
第 1 章-基本施策 1-施策 1 (人と人とのふれあい、交流があり、ともに支え合うまちづくりを

推進します) 

会計 / 区分 【会計】一般会計 3 款-1 項-1 目     /  臨時経費 

事業名 800 民生委員・児童委員推薦事業 

担当所属 社会福祉課 事業期間 平成23 年度～平成31 年度 

 

【実施計画の概要】 

事業の内容 

地域福祉を担う民生委員・児童委員について、一斉改選や欠員補充、交代に伴い民生委員推薦

会、民生委員推薦準備会を開催し、自治会・町内会等から推薦があった民生委員・児童委員候補

者について審査を行い、委員候補者を千葉県知事に推薦します。 

事業の目的 

民生委員・児童委員の交替等に伴う委員候補者について、民生委員推薦会で審査し、千葉県知事

に推薦します。 

事業の効果 

民生委員・児童委員の交替等に伴い、地域福祉を担う民生委員に適した人材を補充することによ

り、地域福祉の充実・向上を図ることができます。 

 

【事業の概要】 

年度 事業費(千円) 事業内容 

平成30 年度 245 

民生委員・児童委員の交替等に伴い、民生委員推薦会を開催し、民生委員・児童

委員候補者について審査し、結果を千葉県知事に推薦します。 

平成31 年度 3,051 

民生委員・児童委員の一斉改選に伴い、民生委員推薦会、民生委員推薦準備会

を開催し、民生委員・児童委員委員候補者について審査し、委員候補者を千葉

県知事に推薦します。 

平成32 年度 245 

民生委員・児童委員の交替等に伴い、民生委員推薦会を開催し、民生委員・児童

委員候補者について審査し、結果を千葉県知事に推薦します。 

合計 3,541  

 

【活動指標・成果指標】 

指標名 平 成 3 0 年 度 平 成 3 1 年 度 平 成 3 2 年 度 

民生委員・児童委員候補者の推薦者数  交替等に伴い推薦を

行う 

一斉改選に伴い推薦

を行う 

交替等に伴い推薦を

行う 

民生委員・児童委員の定数の充足 215 人 215 人 215 人 
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総合計画の位置付け 
第 1 章-基本施策 1-施策 1 (人と人とのふれあい、交流があり、ともに支え合うまちづくりを

推進します) 

会計 / 区分 【会計】一般会計 3 款-1 項-1 目     /  臨時経費 

事業名 802 地域福祉計画策定事業 

担当所属 社会福祉課 事業期間 平成17 年度～平成31 年度 

 

【実施計画の概要】 

事業の内容 

・佐倉市地域福祉計画推進委員会を設置し、佐倉市地域福祉計画の進捗管理及び各種検討等を

行います。また、地域福祉計画に基づき地域福祉の充実、向上を図ります。 

事業の目的 

・地域福祉計画推進委員会を開催し、地域福祉計画を市民と協働して、総合的かつ計画的に推進

します。 

事業の効果 

・地域における福祉サービスの適切な利用を促進するとともに、地域における社会福祉を目的とす

る事業の活性化を図ります。 

・地域福祉に関する活動への住民参加を促します。 

 

【事業の概要】 

年度 事業費(千円) 事業内容 

平成30 年度 276 

・佐倉市地域福祉計画の進捗管理等を行う委員会を開催します。 

・地域福祉活動事例調査を実施する中で、計画の周知や普及に努めます。また、

地域での支え合い活動事例をホームページで紹介するなど、情報の発信に努め

ます。 

・市民意識を測定し、進捗状況や計画全体の成果を検証します。 

平成31 年度 722 

・佐倉市地域福祉計画の進捗管理等を行う委員会を開催します。 

・地域福祉活動事例調査を実施する中で、計画の周知や普及に努めます。また、

地域での支え合い活動事例をホームページで紹介するなど、情報の発信に努め

ます。 

・市民意識を測定し、進捗状況や計画全体の成果を検証します。 

・計画の普及、啓発のためのイベントを実施します。（年１回） 

・次期計画の策定作業を行います。 

平成32 年度 276 

・佐倉市地域福祉計画の進捗管理等を行う委員会を開催します。 

・地域福祉活動事例調査を実施する中で、計画の周知や普及に努めます。また、

地域での支え合い活動事例をホームページで紹介するなど、情報の発信に努め

ます。 

・市民意識を測定し、進捗状況や計画全体の成果を検証します。 

合計 1,274  

 

【活動指標・成果指標】 

指標名 平 成 3 0 年 度 平 成 3 1 年 度 平 成 3 2 年 度 

地域福祉計画推進委員会の開催数 4 回 5 回 4 回 

住民同士のつながりを大切にしようと思う市民の割合  63％ 65％ － 

近所の困りごとに協力しようと思う市民の割合  48％ 50％ － 

地域で住民同士の気づかいができていると思う市民の割合  27％ 30％ － 

地域で交流・ふれあいができていると思う市民の割合  20％ 25％ －  
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総合計画の位置付け 
第 1 章-基本施策 1-施策 1 (人と人とのふれあい、交流があり、ともに支え合うまちづくりを

推進します) 

会計 / 区分 【会計】一般会計 3 款-1 項-1 目     /  経常経費 

事業名 9213 福祉施設等管理運営委託事業 

担当所属 社会福祉課 事業期間 平成10 年度～平成31 年度 

【実施計画の概要】 

事業の内容 

・佐倉市西部地域福祉センター(平成26～30 年度)、佐倉市南部地域福祉センター(平成28～32 年

度)の管理運営を指定管理者に委託し施設の管理運営を行います。 

・指定管理者は、地域住民に対して、会議室、研修室、浴室等の施設を提供するとともに、施設の

利用促進を図ります。 

・修繕が必要な箇所については適宜対応します。 

事業の目的 

・市民の地域福祉活動の拠点として施設を提供し、地域住民による地域福祉活動を促進することに

より、地域福祉の充実、向上を図ります。 

・趣味・娯楽・学習等の機会、また交流の場を提供しながら高齢者等の生きがいを創出します。 

事業の効果 

・ボランティア団体等へ活動の場を提供することで、市民の地域福祉活動への参加を促進し、地域

福祉活動の充実、向上を図ることができます。 

・高齢者の交流機会の場等を提供することで、生きがいづくりや仲間づくりを進めることができます。 

【事業の概要】 

年度 事業費(千円) 事業内容 

平成30 年度 81,354 

・佐倉市西部地域福祉センター、佐倉市南部地域福祉センターの管理運営を指

定管理者に委託します。 

・指定管理者は、会議室、研修室、浴室等の施設の提供を行い、利用促進を図り

ます。 

・修繕が必要な箇所については適宜対応します。 

・地域福祉を推進する事業を実施します。 

平成31 年度 81,354 

・佐倉市西部地域福祉センター、佐倉市南部地域福祉センターの管理運営を指

定管理者に委託します。 

・指定管理者は、会議室、研修室、浴室等の施設の提供を行い、利用促進を図り

ます。 

・修繕が必要な箇所については適宜対応します。 

・地域福祉を推進する事業を実施します。 

平成32 年度 81,354 

・佐倉市西部地域福祉センター、佐倉市南部地域福祉センターの管理運営を指

定管理者に委託します。 

・指定管理者は、会議室、研修室、浴室等の施設の提供を行い、利用促進を図り

ます。 

・修繕が必要な箇所については適宜対応します。 

・地域福祉を推進する事業を実施します。 

合計 244,062  

【活動指標・成果指標】 

指標名 平 成 3 0 年 度 平 成 3 1 年 度 平 成 3 2 年 度 

修 繕 件 数 （ 2 セ ン タ ー の 合 計 ） 必要な件数 必要な件数 必要な件数 

西部地域福祉センター利用人数(会議室) 34,100 人 34,100 人 34,100 人 

西部地域福祉センター利用人数(研修室) 18,900 人 18,900 人 18,900 人 

西部地域福祉センター利用人数(娯楽室・和室) 14,300 人 14,300 人 14,300 人 

西部地域福祉センター利用人数(浴室)  13,100 人 13,100 人 13,100 人 

西部地域福祉センター利用人数(合計)  82,000 人 82,000 人 82,000 人 

南部地域福祉センター利用人数(研修室) 20,400 人 20,400 人 20,400 人 

南部地域福祉センター利用人数(和室)  3,300 人 3,300 人 3,300 人 

南部地域福祉センター利用人数(合計)  59,000 人 59,000 人 59,000 人  
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総合計画の位置付け 
第 1 章-基本施策 1-施策 1 (人と人とのふれあい、交流があり、ともに支え合うまちづくりを

推進します) 

会計 / 区分 【会計】一般会計 3 款-1 項-1 目     /  臨時経費 

事業名 9726 南部地域福祉センター整備事業 

担当所属 社会福祉課 事業期間 平成28 年度～平成31 年度 

 

【実施計画の概要】 

事業の内容 

地域福祉活動の拠点施設である南部地域福祉センターにおいて、地域福祉活動の推進や高齢者

等の交流事業等の実施とともに、必要な改修、修繕を行いながら施設の適正な管理運営に努めま

す。 

事業の目的 

施設の老朽化に伴い経年劣化した設備等について、工事、修繕等を行い、適正な維持管理に努め

ます。 

事業の効果 

当該施設を整備することにより、地域福祉活動の推進拠点として市民が活動できる場を提供しま

す。 

 

【事業の概要】 

年度 事業費(千円) 事業内容 

平成30 年度 432 

南部地域福祉センター（南部よもぎの園系統）GHP の保守点検を実施します。 

平成31 年度 0 

 

平成32 年度 0 

 

合計 432  

 

【活動指標・成果指標】 

指標名 平 成 3 0 年 度 平 成 3 1 年 度 平 成 3 2 年 度 

南部地域福祉センターの修繕等の件数  必要な件数 必要な件数 必要な件数 

南部地域福祉センターの利用人数（合計）  59,000 人 59,000 人 59,000 人 
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総合計画の位置付け 第1 章-基本施策1-施策2 (地域福祉活動に関する情報の発信を推進します) 

会計 / 区分 【会計】一般会計 4 款-1 項-1 目     /  経常経費 

事業名 248 献血推進事業 

担当所属 社会福祉課 事業期間 平成28 年度～平成31 年度 

 

【実施計画の概要】 

事業の内容 

千葉県赤十字血液センターと、市民等の協力を得ながら街頭献血等を実施します。また、年間を通

して必要な血液を献血により確保するため、献血者への処遇品配布等の献血推進事業を、市内事

業所、各種団体等で組織される佐倉市献血推進協議会を通じて実施します。 

事業の目的 

医学の進歩や各種の研究が進んでも、人間の血液の代用品がないことから、県内の血液は県内で

自給自足できるよう献血への参加協力を呼びかけ、必要な血液量を確保します。 

事業の効果 

市民や市内事業所に勤務する方等の献血への参加協力により、安全性の高い血液を献血により確

保することができます。 

 

【事業の概要】 

年度 事業費(千円) 事業内容 

平成30 年度 918 

・必要な血液を献血で確保します。 

・献血を推進するため、献血者への処遇品配布等を行います。 

平成31 年度 918 

・必要な血液を献血で確保します。 

・献血を推進するため、献血者への処遇品配布等を行います。 

平成32 年度 918 

・必要な血液を献血で確保します。 

・献血を推進するため、献血者への処遇品配布等を行います。 

合計 2,754  

 

【活動指標・成果指標】 

指標名 平 成 3 0 年 度 平 成 3 1 年 度 平 成 3 2 年 度 

市 内 で の 献 血 実 施 回 数 85 回 85 回 85 回 

市 内 で の 献 血 実 施 者 数 2,150 人 2,150 人 2,150 人 
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総合計画の位置付け 第1 章-基本施策1-施策2 (地域福祉活動に関する情報の発信を推進します) 

会計 / 区分 【会計】一般会計 3 款-1 項-1 目     /  経常経費 

事業名 257 社会福祉団体助成事業 

担当所属 社会福祉課 事業期間 平成23 年度～平成31 年度 

 

【実施計画の概要】 

事業の内容 

犯罪の予防と罪を犯した人たちへの更生保護活動を行うため、保護司会佐倉市分会に所属する保

護司への報償費、佐倉地区保護司会及び千葉県更生保護助成協会へ負担金を支出し、活動を支

援しています。また、法務省が主唱する「社会を明るくする運動」については、「社会を明るくする運

動佐倉市推進委員会」による街頭啓発と講演会等の実施に際し、協力します。 

事業の目的 

保護司会や更生保護女性会等と連携して、地域社会の犯罪・非行の未然防止のための啓発活動

や、青少年健全育成、更生保護活動を通じて地域福祉の増進を図ります。 

事業の効果 

佐倉地区保護司会、保護司会佐倉市分会及び更生保護女性会の活動である、犯罪・非行を予防

し、更生保護活動等への支援を通じて、犯罪のない明るい社会づくりを進めることで、ひいては地

域福祉の推進に寄与します。 

 

【事業の概要】 

年度 事業費(千円) 事業内容 

平成30 年度 1,082 

・犯罪非行予防、更生保護活動を行っている保護司への報償費、佐倉地区保護

司会、千葉県更生保護助成協会の負担金を支出し、保護司の活動を支援しま

す。 

・法務省が主唱する「社会を明るくする運動」に協力します。 

平成31 年度 1,082 

・犯罪非行予防、更生保護活動を行っている保護司への報償費、佐倉地区保護

司会、千葉県更生保護助成協会の負担金を支出し、保護司の活動を支援しま

す。 

・法務省が主唱する「社会を明るくする運動」に協力します。 

平成32 年度 1,082 

・犯罪非行予防、更生保護活動を行っている保護司への報償費、佐倉地区保護

司会、千葉県更生保護助成協会の負担金を支出し、保護司の活動を支援しま

す。 

・法務省が主唱する「社会を明るくする運動」に協力します。 

合計 3,246  

 

【活動指標・成果指標】 

指標名 平 成 3 0 年 度 平 成 3 1 年 度 平 成 3 2 年 度 

教育ミニ集会へ参加した保護司人数 21 人 21 人 21 人 

保護司が参加した教育ミニ集会の実施学校数 11 校 11 校 11 校 
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総合計画の位置付け 第1 章-基本施策1-施策2 (地域福祉活動に関する情報の発信を推進します) 

会計 / 区分 【会計】一般会計 3 款-1 項-1 目     /  臨時経費 

事業名 9751 成年後見推進事業 

担当所属 高齢者福祉課 事業期間 平成28 年度～平成31 年度 

【実施計画の概要】 

事業の内容 

・成年後見制度利用の促進に関する法律に基づき、市における成年後見制度の利用の促進に関

する施策についての基本的な計画の策定等について取り組むため、成年後見制度利用促進に関

する検討会を開催します。また、成年後見支援センター事業を委託して実施します。 

 

事業の目的 

・財産（預貯金、不動産等）の管理や社会生活上の契約（介護、施設サービス等）などについて、認

知症や知的障害、精神障害などによって判断能力が不十分な状況となった方を保護し、権利を守

る成年後見制度の利用を促進します。 

事業の効果 

・判断能力が十分でない高齢者や障害者等が、地域で安心して暮らし続けることができます。 

【事業の概要】 

年度 事業費(千円) 事業内容 

平成30 年度 5,268 

・成年後見制度利用促進に関する検討会を開催します。また、成年後見支援セン

ター事業を委託して実施します。 

 ＜成年後見支援センターの主な業務＞ 

  ・成年後見制度に関する相談、成年後見制度の広報啓発 

・後見等申立手続支援、司法書士等による相談会の開催等 

平成31 年度 5,268 

・成年後見制度利用促進に関する検討会を開催します。また、成年後見支援セン

ター事業を委託して実施します。 

 ＜成年後見支援センターの主な業務＞ 

  ・成年後見制度に関する相談、成年後見制度の広報啓発 

・後見等申立手続支援、司法書士等による相談会の開催等 

平成32 年度 5,268 

・成年後見制度利用促進に関する検討会を開催します。また、成年後見支援セン

ター事業を委託して実施します。 

 ＜成年後見支援センターの主な業務＞ 

  ・成年後見制度に関する相談、成年後見制度の広報啓発 

・後見等申立手続支援、司法書士等による相談会の開催等 

合計 15,804  

【活動指標・成果指標】 

指標名 平 成 3 0 年 度  平 成 3 1 年 度  平 成 3 2 年 度  

相 談 会 実 施 回 数 3 回 3 回 3 回 

市 民 後 見 人 名 簿 登 録 数  9 人 9 人 9 人 

相 談 会 参 加 者 数 172 人 172 人 172 人 

成 年 後 見 人 受 任 者 数  1 人 1 人 1 人 
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総合計画の位置付け 第1 章-基本施策2-施策1 (「健康なまち佐倉」を推進します) 

会計 / 区分 【会計】一般会計 4 款-1 項-2 目     /  経常経費 

事業名 63 成人保健推進事業 

担当所属 健康増進課 事業期間 昭和57 年度～平成31 年度 

【実施計画の概要】 

事業の内容 

・市民が積極的に健康づくりに取り組むことができるよう、地域での市民団体等が行う健康づくりを

支援します。また、食生活改善推進員による地域活動により栄養・食生活改善に関する知識の普及

を図ります。 

・健康教育、健康相談、訪問指導を行い、市民が健康への関心と理解を深め、生涯にわたって「自

分の健康は自分で守る」ことを意識し、健康の増進に努めることができるよう支援します。 

・心の健康づくりのために相談や支援できる体制を整備します。 

事業の目的 

・様々なライフイベントを経験する成人期において、身体的、精神的、社会的能力を最大限に発揮

して、健康で充実した社会生活が営めるよう支援します。 

・成人期の生活習慣は、その後に続く高齢期に影響を及ぼすことから、健康な高齢期を迎えるため

の生活習慣の確立に向け支援を行います。 

事業の効果 

・市民が健康的な生活習慣について理解し、実践することで自らの健康の増進が図られます。ま

た、食生活改善推進員による地域での改善活動により、栄養・食生活に関する知識の普及が図られ

ます。 

・心の健康に関する支援体制を整備することで、心の健康の増進が図られます。 

【事業の概要】 

年度 事業費(千円) 事業内容 

平成30 年度 2,650 

・各種健康教育、健康相談、訪問指導を行います。 

・広報さくら、課のホームページ等を活用し、生活習慣病について啓発します。 

・食生活改善推進員による地域活動により、栄養・食生活に関する知識の普及を

図ります。 

・心の健康づくりのために各種相談や支援体制を整備します。 

平成31 年度 2,650 

・各種健康教育、健康相談、訪問指導を行います。 

・広報さくら、課のホームページ等を活用し、生活習慣病について啓発します。 

・食生活改善推進員による地域活動により、栄養・食生活に関する知識の普及を

図ります。 

・心の健康づくりのために各種相談や支援体制を整備します。 

（心の健康づくり講演会の実施） 

平成32 年度 2,650 

・各種健康教育、健康相談、訪問指導を行います。 

・広報さくら、課のホームページ等を活用し、生活習慣病について啓発します。 

・食生活改善推進員による地域活動により、栄養・食生活に関する知識の普及を

図ります。 

・心の健康づくりのために各種相談や支援体制を整備します。 

合計 7,950  

【活動指標・成果指標】 

指標名 平 成 3 0 年 度  平 成 3 1 年 度  平 成 3 2 年 度  

食生活改善推進員地区活動回数 95 回 95 回 95 回 

生活習慣病予防教室、出前健康講座等の実施回数  185 回 185 回 185 回 

健 康 相 談 実 施 回 数  80 回 80 回 80 回 

生活習慣病予防教室受講後も目標を実行している市民の割合  70％ 70% 70% 

生活習慣病予防教室、出前健康講座等の参加者数  7,000 人 7,000 人 7,000 人 

健 康 相 談 参 加 者 数  400 人 400 人 400 人 
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総合計画の位置付け 第1 章-基本施策2-施策1 (「健康なまち佐倉」を推進します) 

会計 / 区分 【会計】一般会計 4 款-1 項-1 目     /  臨時経費 

事業名 710 健康増進企画事業 

担当所属 健康増進課 事業期間 平成15 年度～平成31 年度 

 

【実施計画の概要】 

事業の内容 

・健康増進計画の策定等に関して意見を求める「健やかまちづくり推進委員会」を運営します。 

・健康増進計画「健康さくら 21（第2 次）」に関する事業の進行管理及び評価を行います。 

・平成29 年度に「健康さくら 21（第2 次）」の見直し準備として市民意識調査を実施します。 

・平成30 年度に「健康さくら 21（第2 次）」の見直しを行います。 

事業の目的 

・健康寿命の延伸・健康格差の縮小を目指した健康づくりの推進を図ります。 

・健やかな親子づくりの推進を図ります。 

事業の効果 

・健やかに充実して暮らしている人を増やします。 

・自分の生活習慣をよいと思える人を増やします。 

・子育てに自信が持てると感じる親を増やします。 

 

【事業の概要】 

年度 事業費(千円) 事業内容 

平成30 年度 1,266 

・「健やかまちづくり推進委員会」を開催し、「健康さくら21（第2次）」の進捗状況や

市民の健康づくりについて意見を伺います。 

・「健康さくら 21（第 2 次）」の見直しについて「健やかまちづくり推進委員会」に意

見等を伺います。 

・「健やかまちづくり推進委員会」の意見等を計画案に反映させ、見直し後の計画

書を作成します。 

平成31 年度 307 

・「健やかまちづくり推進委員会」を開催し、「健康さくら21（第2次）」（見直し後）の

進捗状況や市民の健康づくりについて意見を伺います。 

平成32 年度 307 

・「健やかまちづくり推進委員会」を開催し、「健康さくら21（第2次）」（見直し後）の

進捗状況や市民の健康づくりについて意見を伺います。 

合計 1,880  

 

【活動指標・成果指標】 

指標名 平 成 3 0 年 度  平 成 3 1 年 度  平 成 3 2 年 度  

委 員 会 の 開 催 回 数  4 回 2 回 2 回 
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総合計画の位置付け 第1 章-基本施策2-施策1 (「健康なまち佐倉」を推進します) 

会計 / 区分 【会計】一般会計 4 款-1 項-1 目     /  臨時経費 

事業名 9727 保健センター整備事業 

担当所属 健康増進課 事業期間 平成25 年度～平成31 年度 

 

【実施計画の概要】 

事業の内容 

健康管理センター建物等の改修を行います。 

事業の目的 

施設の適切な保全を図ります。 

事業の効果 

施設の安全性を確保することで、利用者に安心して利用していただける環境の整備につながりま

す。 

 

【事業の概要】 

年度 事業費(千円) 事業内容 

平成30 年度 44,285 

・ＥＨＰ改修工事 

ＥＨＰ空調が老朽化しているため改修工事を実施します。 

 

平成31 年度 53,941 

・吸収式冷温水発生機改修工事 

現在使用している冷温水機が施設開設当初から使用し、老朽化しているため、改

修工事を実施します。 

平成32 年度 5,362 

・健康管理センター１階の床改修 

床の破損個所を改修します。 

合計 103,588  

 

【活動指標・成果指標】 

指標名 平 成 3 0 年 度  平 成 3 1 年 度  平 成 3 2 年 度  

施 設 整 備 工 事  1 件 1 件 1 件 

健康管理センターにおける事故発生件数  0 件 0 件 0 件 
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総合計画の位置付け 第1 章-基本施策2-施策1 (「健康なまち佐倉」を推進します) 

会計 / 区分 【会計】一般会計 4 款-1 項-1 目     /  臨時経費 

事業名 13186 ドナー支援事業 

担当所属 健康増進課 事業期間 平成30 年度～平成31 年度 

 

【実施計画の概要】 

事業の内容 

骨髄移植（抹消血幹細胞移植を含む）を促進するため、骨髄等を提供したドナー本人やそのドナー

に骨髄移植時の入院等のためドナー休暇を与えた事業所に対して助成金を交付します。 

事業の目的 

ドナー登録者数の増加及び骨髄移植の促進を目的とします。 

事業の効果 

ドナー登録者数の増加及び骨髄移植実施件数の増加が見込まれます。 

 

【事業の概要】 

年度 事業費(千円) 事業内容 

平成30 年度 210 

・骨髄移植におけるドナー支援事業を実施します。 

平成31 年度 210 

・骨髄移植におけるドナー支援事業を実施します。 

平成32 年度 210 

・骨髄移植におけるドナー支援事業を実施します。 

合計 630  

 

【活動指標・成果指標】 

指標名 平 成 3 0 年 度  平 成 3 1 年 度  平 成 3 2 年 度  

ド ナ ー 登 録 者 数 増加 増加 増加 

骨 髄 等 を 提 供 し た ド ナ ー 人 数 増加 増加 増加 
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総合計画の位置付け 第1 章-基本施策2-施策2 (生活習慣病の予防を推進します) 

会計 / 区分 【会計】国民健康保険特別会計 5 款-1 項-1 目     /  臨時経費 

事業名 140 特定保健指導事業 

担当所属 健康保険課 事業期間 平成20 年度～平成31 年度 

【実施計画の概要】 

事業の内容 

・特定健康診査の結果により、メタボリックシンドローム該当者のうち、未治療のものに対し、リスクの

個数別に対象者を「動機付け支援」「積極的支援」に区別し、リスクに応じ特定保健指導を行い、健

康増進課の保健師・管理栄養士の面接、指導のもとに行動計画を策定し、その実績評価を行いま

す。・集団健診については、腹囲又は BMI が保健指導域以上で血圧、もしくは喫煙をしており、血

圧・血糖・脂質代謝の薬を内服していない者に対し、会場で保健指導対象者となる事を伝え、保健

指導の予約を取る方法に変更します。 

事業の目的 
対象者のリスクの数に応じた個別の保健指導を行うことで、その要因となっている生活習慣を改善

し、生活習慣病予防を行います。 

事業の効果 
糖尿病等生活習慣病の有病者・予備群が減少することで、中長期的な医療費適正化につながりま

す。 

【事業の概要】 

年度 事業費(千円) 事業内容 

平成30 年度 8,823 

・特定保健指導は、特定健康診査の結果をもとに生活習慣のリスクの高い者を抽

出して保健指導を行います。 

・平成30年度より、集団健診会場で一定基準を満たすものについては、その場で

保健指導の導入部分について説明し、保健指導の予約をとり、確実に保健指導

が実施できるよう働きかけます。 

・特定保健指導の対象者には、自分の生活習慣の改善点を振り返りながら、今後

の行動目標及び行動計画を作成できるよう保健師・管理栄養士が支援します。 

・特定保健指導は、初回面接実施後 3 か月以上経過後の評価をもって終了としま

す。 

平成31 年度 8,823 

・特定保健指導は、特定健康診査の結果をもとに生活習慣のリスクの高い者を抽

出して保健指導を行います。 

・平成30年度より、集団健診会場で一定基準を満たすものについては、その場で

保健指導の導入部分について説明し、保健指導の予約をとり、確実に保健指導

が実施できるよう働きかけます。 

・特定保健指導の対象者には、自分の生活習慣の改善点を振り返りながら、今後

の行動目標及び行動計画を作成できるよう保健師・管理栄養士が支援します。 

・特定保健指導は、初回面接実施後 3 か月以上経過後の評価をもって終了としま

す。 

平成32 年度 8,823 

・特定保健指導は、特定健康診査の結果をもとに生活習慣のリスクの高い者を抽

出して保健指導を行います。 

・平成30年度より、集団健診会場で一定基準を満たすものについては、その場で

保健指導の導入部分について説明し、保健指導の予約をとり、確実に保健指導

が実施できるよう働きかけます。 

・特定保健指導の対象者には、自分の生活習慣の改善点を振り返りながら、今後

の行動目標及び行動計画を作成できるよう保健師・管理栄養士が支援します。 

・特定保健指導は、初回面接実施後 3 か月以上経過後の評価をもって終了としま

す。 

合計 26,469  

【活動指標・成果指標】 

指標名 平 成 3 0 年 度 平 成 3 1 年 度 平 成 3 2 年 度 

特 定 保 健 指 導 対 象 者 数 1,324 人 1,381 人 1,442 人 

特 定 保 健 指 導 利 用 率 30％ 35％ 40％ 
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総合計画の位置付け 第1 章-基本施策2-施策2 (生活習慣病の予防を推進します) 

会計 / 区分 【会計】国民健康保険特別会計 5 款-1 項-1 目     /  臨時経費 

事業名 787 特定健診事業 

担当所属 健康保険課 事業期間 平成20 年度～平成31 年度 

【実施計画の概要】 

事業の内容 

40 歳から 75 歳未満の国民健康保険被保険者を対象として、年に１回、メタボリックシンドロ－ム(内

臓脂肪症候群)に着目した特定健康診査を実施し、生活習慣病の早期発見と指導を行い、予防を

図ります。 

事業の目的 

特定健康診査により、保健指導対象者を抽出して、対象者の持つリスクの数に応じた個別の保健指

導を行います。 

事業の効果 

高齢化の急速な進展に伴い、生活習慣病は国民医療費の約 4 割、死亡数割合では約 6 割を占め

ています。特定健康診査により得られたデータその他の統計データに基づいて、健康課題を分析

し、課題に応じた生活習慣病対策を行うことで糖尿病等の生活習慣病の有病者、予備群を減少さ

せ、中長期的には医療費の適正化を図ります。 

【事業の概要】 

年度 事業費(千円) 事業内容 

平成30 年度 103,321 

・メタボリックシンドロームに着目した特定健康診査を実施します。 

平成31 年度 106,945 

・メタボリックシンドロームに着目した特定健康診査を実施します。 

平成32 年度 111,124 

・メタボリックシンドロームに着目した特定健康診査を実施します。 

合計 321,390  

【活動指標・成果指標】 

指標名 平 成 3 0 年 度  平 成 3 1 年 度  平 成 3 2 年 度  

対 象 者 数 35,200 人 34,500 人 34,000 人 

特 定 健 康 診 査 受 診 率  36％ 38％ 40％ 
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総合計画の位置付け 第1 章-基本施策2-施策2 (生活習慣病の予防を推進します) 

会計 / 区分 【会計】国民健康保険特別会計 5 款-2 項-1 目     /  臨時経費 

事業名 11858 糖尿病性腎症重症化予防事業 

担当所属 健康保険課 事業期間 平成28 年度～平成31 年度 

【実施計画の概要】 

事業の内容 

特定健康診査を受診した糖尿病性腎症患者であって、生活習慣の改善により重症化の予防が期待

できるかたに対して、医療機関と連携して保健師、管理栄養士による保健指導を実施します。 

事業の目的 

糖尿病性腎症患者の生活習慣を改善し重症化を予防することにより、人工透析の導入の予防また

は導入時期を遅らせます。これにより、人工透析患者の増加を抑制し、医療費の適正化につなげま

す。 

事業の効果 

糖尿病性腎症患者の生活習慣改を改善し重症化を予防することにより、人工透析の導入の予防ま

たは導入の時期を遅らせることが期待できます。これにより、１人当たりの年間医療費が約 600 万円

となる人工透析患者の増加を抑制し、医療費の適正化につながります。 

【事業の概要】 

年度 事業費(千円) 事業内容 

平成30 年度 3,826 

・特定健康診査を受診した糖尿病性腎症患者（特定保健指導対象者を除く）であ

って、生活習慣の改善により重症化の予防が期待できるかたに対して、医療機関

と連携して保健師、管理栄養士による保健指導を実施します。 

平成31 年度 3,826 

・特定健康診査を受診した糖尿病性腎症患者（特定保健指導対象者を除く）であ

って、生活習慣の改善により重症化の予防が期待できるかたに対して、医療機関

と連携して保健師、管理栄養士による保健指導を実施します。 

平成32 年度 3,826 

・特定健康診査を受診した糖尿病性腎症患者（特定保健指導対象者を除く）であ

って、生活習慣の改善により重症化の予防が期待できるかたに対して、医療機関

と連携して保健師、管理栄養士による保健指導を実施します。 

合計 11,478  

【活動指標・成果指標】 

指標名 平 成 3 0 年 度 平 成 3 1 年 度 平 成 3 2 年 度 

糖 尿 病 性 腎 症 対 象 者 100 人 100 人 100 人 

糖尿病性腎症対象者の病気ステージ維持率  100％ 100％ 100％ 
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総合計画の位置付け 第1 章-基本施策2-施策3 (がん・感染症などの早期発見・重症化防止を推進します) 

会計 / 区分 【会計】一般会計 4 款-1 項-2 目     /  経常経費 

事業名 713 検診事業 

担当所属 健康増進課 事業期間 昭和57 年度～平成3１年度 

【実施計画の概要】 

事業の内容 
胸部レントゲン検診、胃がん検診、大腸がん検診、乳がん検診、子宮頸がん検診、健康診査、骨粗

しょう症検診、肝炎ウイルス検診、成人歯科健診を実施します。 

事業の目的 
各種検診を実施することにより、疾病の早期発見につなげるとともに、疾病予防の啓発を行います。 

事業の効果 
疾病を早期に発見し、早期治療に結びつけることで市民の健康の保持増進に努めます。 

【事業の概要】 

年度 事業費(千円) 事業内容 

平成30 年度 360,110 

胸部レントゲン検診、胃がん検診、大腸がん検診、乳がん検診、子宮がん検診、

健康診査、骨粗しょう症検診、肝炎ウイルス検診、成人歯科健診を実施します。 

平成31 年度 360,110 

胸部レントゲン検診、胃がん検診、大腸がん検診、乳がん検診、子宮がん検診、

健康診査、骨粗しょう症検診、肝炎ウイルス検診、成人歯科健診を実施します。 

平成32 年度 360,110 

胸部レントゲン検診、胃がん検診、大腸がん検診、乳がん検診、子宮がん検診、

健康診査、骨粗しょう症検診、肝炎ウイルス検診、成人歯科健診を実施します。 

合計 1,080,330  

【活動指標・成果指標】 

指標名 平 成 3 0 年 度  平 成 3 1 年 度  平 成 3 2 年 度  

胸部レントゲン検診など各種がん検診の受診率 50％ 50% 50% 

胸部レントゲン検診の実施回数（集団検診） 57 回 57 回 57 回 

胃がん検診の実施回数（集団検診）  57 回 57 回 57 回 

大腸がん検診の実施回数（集団検診）  57 回 57 回 57 回 

子宮頸がん検診の実施回数（集団検診）  7 回 7 回 7 回 

乳がん検診の実施回数（集団検診）  26 回 26 回 26 回 

各 種 がん検 診 受 診 率 の向 上  50％ 50% 50% 

胸部レントゲン検診の受診者数（集団,個別／受診率）  28,613 人，27,490 人

／50％ 

28,613 人，27,490 人

／50％ 

28,613 人，27,490 人

／50％ 

胃がん検診の受診者数（集団,個別／受診率） 27,490 人，28,613 人

／50％ 

27,490 人，28,613 人

／50％ 

27,490 人，28,613 人

／50％ 

大腸がん検診の受診者数（集団,個別／受診率）  29,735 人，26,368 人

／50％ 

29,735 人，26,368 人

／50％ 

29,735 人，26,368 人

／50％ 

子宮頸がん検診の受診者数（集団,個別／受診率）  15,133 人，22,700 人

／50％ 

15,133 人，22,700 人

／50％ 

15,133 人，22,700 人

／50％ 

乳がん検診の受診者数（集団,個別／受診率） 17,287 人，16,609 人

／50％ 

17,287 人，16,609 人

／50％ 

17,287 人，16,609 人

／50％ 
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総合計画の位置付け 第1 章-基本施策2-施策3 (がん・感染症などの早期発見・重症化防止を推進します) 

会計 / 区分 【会計】一般会計 4 款-1 項-2 目     /  臨時経費 

事業名 11873 口腔がん検診事業 

担当所属 健康増進課 事業期間 平成28 年度～平成3１年度 

【実施計画の概要】 

事業の内容 

40 歳以上の市民を対象に、口腔がん個別検診を実施します。 

検査内容は、問診、視診、触診、歯科医師の診断により細胞診を実施します。 

事業の目的 

検診を実施することで、口腔がんの早期発見、早期治療につなげるとともに、口腔がんに関する啓

発を行います。 

事業の効果 

口腔がんを早期に発見し、早期治療に結びつけることで、市民の健康の保持増進及び医療費の削

減につながります。 

【事業の概要】 

年度 事業費(千円) 事業内容 

平成30 年度 2,266 

40 歳以上の市民を対象に、口腔がん個別検診を実施する。検査内容は、問診、

視診、触診とし、歯科医師の判断により細胞診を実施します。 

平成31 年度 2,357 

40 歳以上の市民を対象に、口腔がん個別検診を実施する。検査内容は、問診、

視診、触診とし、歯科医師の判断により細胞診を実施します。 

平成32 年度 2,357 

40 歳以上の市民を対象に、口腔がん個別検診を実施する。検査内容は、問診、

視診、触診とし、歯科医師の判断により細胞診を実施します。 

合計 6,980  

【活動指標・成果指標】 

指標名 平 成 3 0 年 度  平 成 3 1 年 度  平 成 3 2 年 度  

口 腔 がんを認 知 している人 の割 合 50％ 60％ 60％ 

口 腔 が ん 検 診 受 診 者 数 300 人 300 人 300 人 
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総合計画の位置付け 第1 章-基本施策2-施策4 (医療に関する情報の提供を推進します) 

会計 / 区分 【会計】一般会計 4 款-1 項-1 目     /  経常経費 

事業名 708 健康増進一般事務費 

担当所属 健康増進課 事業期間 平成23 年度～平成31 年度 

 

【実施計画の概要】 

事業の内容 

・健康増進施策を円滑に進めるために必要となる経費(消耗品の購入やシステム賃借等)を計上し、

事務を迅速かつ正確に遂行します。 

・保健及び医療のあり方について検討する「地域保健医療協議会」及び「専門委員会」を運営しま

す。 

事業の目的 

・健康増進課所管事務を適正に行います。 

・保健及び医療の充実強化を図ります。 

事業の効果 

・健康増進課所管事務を適正に行います。 

・医学的な精度管理や評価が求められる保健事業の運営や地域医療に関する事案の方針及び基

準を調整します。 

 

【事業の概要】 

年度 事業費(千円) 事業内容 

平成30 年度 20,040 

・健康増進に関する総合的な事務を行います。 

・保健情報管理システム運用します。 

・保健及び医療のあり方について検討する「地域保健医療協議会」及び「専門委

員会」を運営します。 

平成31 年度 20,040 

・健康増進に関する総合的な事務を行います。 

・保健情報管理システムを運用します。 

・保健及び医療のあり方について検討する「地域保健医療協議会」及び「専門委

員会」を運営します。 

平成32 年度 20,040 

・健康増進に関する総合的な事務を行います。 

・保健情報管理システムを運用します。 

・保健及び医療のあり方について検討する「地域保健医療協議会」及び「専門委

員会」を運営します。 

合計 60,120  

 

【活動指標・成果指標】 

指標名 平 成 3 0 年 度  平 成 3 1 年 度  平 成 3 2 年 度  

業務時間内の保健情報システムの安定稼働 安定稼働に努めます 安定稼働に努めます 安定稼働に努めます 
事業時間内のシステム安定稼働時間の割合 安定稼働に努めます 安定稼働に努めます 安定稼働に努めます 
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総合計画の位置付け 第1 章-基本施策2-施策4 (医療に関する情報の提供を推進します) 

会計 / 区分 【会計】一般会計 4 款-1 項-2 目     /  経常経費 

事業名 711 健康推進事業 

担当所属 健康増進課 事業期間 平成23 年度～平成31 年度 

 

【実施計画の概要】 

事業の内容 

・市民の健康づくりを促進するため、啓発行事等を行います。 

・市の各種保健事業のスケジュールや医療機関一覧、急病診療所の情報等を掲載した健康カレン

ダーを年１回発行し市民に配布します。 

事業の目的 

市民の健康づくりに関する意識の高揚、「かかりつけ医」の定着、救急医療体制への理解を図りま

す。 

事業の効果 

・かかりつけ医の定着により地域医療環境の充実につながります。 

・救急医療の適正利用を促進することで、救急医療体制の維持に貢献します。 

 

【事業の概要】 

年度 事業費(千円) 事業内容 

平成30 年度 2,681 

・健康カレンダーを発行し、広報折り込み及び施設窓口における配布を行いま

す。 

・健康づくり促進のための啓発事業を行います。 

平成31 年度 2,681 

・健康カレンダーを発行し、広報折り込み及び施設窓口における配布を行いま

す。 

・健康づくり促進のための啓発事業を行います。 

平成32 年度 2,681 

・健康カレンダーを発行し、広報折り込み及び施設窓口における配布を行いま

す。 

・健康づくり促進のための啓発事業を行います。 

合計 8,043  

 

【活動指標・成果指標】 

指標名 平 成 3 0 年 度  平 成 3 1 年 度  平 成 3 2 年 度  

健 康 カ レ ン ダ ー の 発 行  75,000 部 75,000 部 75,000 部 

健康増進に関する啓発事業の開催回数  ４回 ４回 ４回 

健康増進に関する啓発事業の参加（応募）人数  - - - 
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総合計画の位置付け 第1 章-基本施策2-施策5 (救急医療体制を維持・充実します) 

会計 / 区分 【会計】一般会計 4 款-1 項-4 目     /  臨時経費 

事業名 392 印旛郡市小児救急医療事業 

担当所属 健康増進課 事業期間 平成14 年度～平成31 年度 

 

【実施計画の概要】 

事業の内容 

医療機関が休診となる平日の夜間、日曜、祝日、年末年始の昼夜間において、小児の急病に対処

するため、印旛市郡医師会へ委託し、印旛市郡小児初期急病診療所の運営を行います。 

事業の目的 

・一般医療機関が診療を行っていない夜間及び休日における小児の救急医療を確立し、小児医療

の充実を図ります。 

・一次医療機関として機能することにより、二次救急医療機関（東邦大学医療センター佐倉病院、日

本医科大学千葉北総病院、成田赤十字病院、国立病院機構下志津病院）との役割分担および連携

体制の強化を図ります。 

事業の効果 

・疲弊する救急医療に関し、行政がその一翼を担い負担を分散化させることで、救急医療体制の維

持に貢献します。 

・小児医療の充実により、安心して子育てできるまちづくりにつながります。 

 

【事業の概要】 

年度 事業費(千円) 事業内容 

平成30 年度 162,316 

・印旛市郡医師会への委託により、夜間、日曜、祝日、年末年始における小児救

急医療体制を確保し、印旛市郡小児初期急病診療所を開設します。 

平成31 年度 167,724 

・印旛市郡医師会への委託により、夜間、日曜、祝日、年末年始における小児救

急医療体制を確保し、印旛市郡小児初期急病診療所を開設します。 

平成32 年度 167,702 

・印旛市郡医師会への委託により、夜間、日曜、祝日、年末年始における小児救

急医療体制を確保し、印旛市郡小児初期急病診療所を開設します。 

合計 497,742  

 

【活動指標・成果指標】 

指標名 平 成 3 0 年 度  平 成 3 1 年 度  平 成 3 2 年 度  

診 療 所 開 設 日 数 （ 昼 間 ）  365 日(73 日) 366 日(72 日) 365 日（72 日） 
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総合計画の位置付け 第1 章-基本施策2-施策5 (救急医療体制を維持・充実します) 

会計 / 区分 【会計】一般会計 4 款-1 項-4 目     /  経常経費 

事業名 485 休日夜間等救急医療事業 

担当所属 健康増進課 事業期間 昭和54 年度～平成31 年度 

 

【実施計画の概要】 

事業の内容 

・休日（日曜、祝日、年末年始）の昼、夜間において、救急医療体制の確保を図ります。 

・休日昼間は、各医療機関（内科、外科、歯科）の輪番により医療体制の確保を図ります。 

・休日夜間は、佐倉市休日夜間急病等診療所（内科、歯科）の運営を行うとともに、外科は医療機関

の輪番により医療体制の確保を図ります。 

事業の目的 

休日（日曜、祝日、年末年始）は、ほとんどの医療機関が休診となることから、その間の救急医療体

制の確保を図ります。 

事業の効果 

・夜間及び休日における急病に対する一次医療機関として機能し、二次救急医療機関との役割分

担及び連携体制を図ります。 

 

【事業の概要】 

年度 事業費(千円) 事業内容 

平成30 年度 26,521 

医療機関が休診となる日曜、祝日、年末年始時の市民の急病に対処するため、

印旛市郡医師会へ委託し市内医療機関の輪番制による休日当番医制度の実施、

及び休日夜間急病診療所(健康管理センター内)の運営を行います。 

平成31 年度 26,521 

医療機関が休診となる日曜、祝日、年末年始時の市民の急病に対処するため、

印旛市郡医師会へ委託し市内医療機関の輪番制による休日当番医制度の実施、

及び休日夜間急病診療所(健康管理センター内)の運営を行います。 

平成32 年度 26,521 

医療機関が休診となる日曜、祝日、年末年始時の市民の急病に対処するため、

印旛市郡医師会へ委託し市内医療機関の輪番制による休日当番医制度の実施、

及び休日夜間急病診療所(健康管理センター内)の運営を行います。 

合計 79,563  

 

【活動指標・成果指標】 

指標名 平 成 3 0 年 度  平 成 3 1 年 度  平 成 3 2 年 度  

診 療 所 開 設 日 数 73 日 72 日 72 日 
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+総合計画の位置付け 第1 章-基本施策2-施策5 (救急医療体制を維持・充実します) 

会計 / 区分 【会計】一般会計 4 款-1 項-2 目     /  経常経費 

事業名 707 訪問歯科事業 

担当所属 健康増進課 事業期間 平成04 年度～平成3１年度 

 

【実施計画の概要】 

事業の内容 

概ね 65 歳以上の在宅療養者等で歯科医院への通院が困難な市民に対して、歯科医師等が訪問

し、入れ歯・むし歯等に対する応急処置を実施します。 

事業の目的 

在宅療養者等で歯科医院への通院が困難な市民に対し、訪問による歯科診療及び歯科保健指導

を実施し、生活の質の維持・向上を図ります。 

事業の効果 

在宅療養者等にとって、自分の歯（義歯含む）で食事を摂取することは、生活の質の維持・向上させ

るために重要な要因です。 

 

【事業の概要】 

年度 事業費(千円) 事業内容 

平成30 年度 200 

概ね 65 歳以上の在宅療養者等で歯科医院への通院が困難な市民に対し、歯科

医師等が訪問し、入れ歯・むし歯等に対する応急処置を実施します。 

平成31 年度 200 

概ね 65 歳以上の在宅療養者等で歯科医院への通院が困難な市民に対し、歯科

医師等が訪問し、入れ歯・むし歯等に対する応急処置を実施します。 

平成32 年度 200 

概ね 65 歳以上の在宅療養者等で歯科医院への通院が困難な市民に対し、歯科

医師等が訪問し、入れ歯・むし歯等に対する応急処置を実施します。 

合計 600  

 

【活動指標・成果指標】 

指標名 平 成 3 0 年 度  平 成 3 1 年 度  平 成 3 2 年 度  

訪問歯科事業の利用回数（延べ数）  40 回 40 回 40 回 

訪問歯科治療後に口腔の悩みが解消されたと答える市民の割合  80％ 80％ 80％ 
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総合計画の位置付け 第1 章-基本施策2-施策5 (救急医療体制を維持・充実します) 

会計 / 区分 【会計】一般会計 4 款-1 項-1 目     /  臨時経費 

事業名 9748 地域医療対策事業 

担当所属 健康増進課 事業期間 平成29 年度～平成31 年度 

 

【実施計画の概要】 

事業の内容 

佐倉市内の二次救急告示医療機関である公的病院等に対し、救急医療及び地域医療の維持・充

実を図るための補助金を交付します。 

事業の目的 

市民が急病等で救急車を要請しなければならない状況になった際、適時適切に診療が受けられる

体制の整備を市内のニ次救急告示医療機関が行っているため、不採算医療分野でもある救急部

門の体制強化を支援します。 

事業の効果 

市内３箇所の救急指定病院がそれぞれ救急患者の受入れ体制を強化し、また相互に連携すること

によって、市民が救急搬送を断られることが少なくなり、万一急病等を発症した場合でも安心して救

急救命医療を享受することができます。 

 

【事業の概要】 

年度 事業費(千円) 事業内容 

平成30 年度 68,261 

・佐倉市内の二次救急告示医療機関である公的病院等に対し、救急医療の確保

及び地域医療の充実を図るため、補助金を交付します。 

・印旛郡市内で唯一の公的医療機関及び第三次救急を担う医療機関である成田

赤十字病院に対し、医療機器整備に係る補助金を交付します。 

平成31 年度 68,261 

・佐倉市内の二次救急告示医療機関である公的病院等に対し、救急医療の確保

及び地域医療の充実を図るため、補助金を交付します。 

・印旛郡市内で唯一の公的医療機関及び第三次救急を担う医療機関である成田

赤十字病院に対し、医療機器整備に係る補助金を交付します。 

平成32 年度 68,261 

・佐倉市内の二次救急告示医療機関である公的病院等に対し、救急医療の確保

及び地域医療の充実を図るため、補助金を交付します。 

・印旛郡市内で唯一の公的医療機関及び第三次救急を担う医療機関である成田

赤十字病院に対し、医療機器整備に係る補助金を交付します。 

合計 204,783  

 

【活動指標・成果指標】 

指標名 平 成 3 0 年 度 平 成 3 1 年 度  平 成 3 2 年 度  

救 急 搬 送 断 り 率 減少 減少 減少 
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総合計画の位置付け 第1 章-基本施策2-施策6 (難病者等の支援を推進します) 

会計 / 区分 【会計】一般会計 3 款-1 項-6 目     /  臨時経費 

事業名 11240 難病者等見舞金支給事業 

担当所属 障害福祉課 事業期間 平成28 年度～ 

 

【実施計画の概要】 

事業の内容 

国が難病と指定した疾病の患者であることを県が証明している者へ、見舞金として月額 2,000 円ま

たは 3,000 円を支給するものです。 

事業の目的 

難病療養者及びその保護者の生活の安定と福祉の増進を図ります。 

事業の効果 

難病療養者及びその保護者の生活の安定と福祉の増進を図ります。 

 

【事業の概要】 

年度 事業費(千円) 事業内容 

平成30 年度 45,731 

指定された難病を患っている方からの申請（認定）により、難病者に対する医療費

支援金を支給します。 

平成31 年度 40,802 

指定された難病を患っている方からの申請（認定）により、難病者に対する医療費

支援金を支給します。 

平成32 年度 40,802 

指定された難病を患っている方からの申請（認定）により、難病者に対する医療費

支援金を支給します。 

合計 127,335  

 

【活動指標・成果指標】 

指標名 平 成 3 0 年 度  平 成 3 1 年 度  平 成 3 2 年 度  

難 病 者 等 見 舞 金 支 給 者 数  1,715 人 1,835 人 1,955 人 
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総合計画の位置付け 第1 章-基本施策2-施策7 (健康危機対策を充実します) 

会計 / 区分 【会計】一般会計 4 款-1 項-3 目     /  臨時経費 

事業名 11234 新型インフルエンザ等対策事業 

担当所属 健康増進課 事業期間 平成27 年度～平成31 年度 

 

【実施計画の概要】 

事業の内容 

佐倉市新型インフルエンザ等対策の実施に必要な医薬品その他の物資及び資材を備蓄するほ

か、施設及び設備を整備します。 

使用期限のある物は入れ替えを行います。 

事業の目的 

各保健センターに、必要な物資等を備蓄し、新型インフルエンザ等に備えます。 

事業の効果 

新型インフルエンザ等の発生時に、備蓄している物資等を使用し、早期の対応ができます。 

 

【事業の概要】 

年度 事業費(千円) 事業内容 

平成30 年度 801 

計画的な物資・資材の備蓄品等の購入 

平成31 年度 623 

計画的な物資・資材の備蓄品等の購入 

平成32 年度 261 

計画的な物資・資材の備蓄品等の購入 

合計 1,685  

 

【活動指標・成果指標】 

指標名 平 成 3 0 年 度  平 成 3 1 年 度  平 成 3 2 年 度  

物資等備蓄品の購入(各保健センター)  3 か所 3 か所 3 か所 
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総合計画の位置付け 
第 1 章-基本施策 3-施策 1 (妊娠・出産・育児の各期に応じた健康保持に必要な支援を行

います) 

会計 / 区分 【会計】一般会計 4 款-1 項-2 目     /  経常経費 

事業名 166 幼児健診事業 

担当所属 健康増進課 事業期間 昭和40 年度～平成31 年度 

【実施計画の概要】 

事業の内容 

全ての幼児が身体的、精神的及び社会的に最適な成長発達を遂げることを支援することを目的とし

て、母子保健法に基づき 1 歳6 か月児健診、3 歳児健診、幼児歯科健診を実施します。 

事業の目的 

・子どもの成長発達の状態を明らかにし、良好な成長発達を遂げることができるよう健康管理、保健

指導をおこないます。 

・疾病等の異常及び障害の早期発見に努めます。 

・発見された疾病等の異常について、早期治療、適切な管理に結びつくよう支援します。 

・行動発達上の問題を早期発見又は予防することで、幼児の健全育成を図ります。 

事業の効果 

幼児に対する健康診査と保護者への適切な保健指導を実施することにより、疾病を早期発見し、適

切な医療、支援に結び付け、幼児の健康の保持及び増進と健全な育成を促します。 

【事業の概要】 

年度 事業費(千円) 事業内容 

平成30 年度 15,802 

1 歳6 か月児健診、3 歳児健診、幼児歯科健診を実施します。 

・1 歳6 か月児健診 医師診察、身体測定、歯科健診、育児相談等 

・3 歳児健診 医師診察、尿検査、身体測定、歯科健診、育児相談等 

・幼児歯科健診 歯垢の染め出し・歯みがき実習・歯科健診・フッ素（むし歯予防

の薬）塗布等 

平成31 年度 15,802 

1 歳6 か月児健診、3 歳児健診、幼児歯科健診を実施します。 

・1 歳6 か月児健診 医師診察、身体測定、歯科健診、育児相談等 

・3 歳児健診 医師診察、尿検査、身体測定、歯科健診、育児相談等 

・幼児歯科健診 歯垢の染め出し・歯みがき実習・歯科健診・フッ素（むし歯予防

の薬）塗布等 

平成32 年度 15,802 

1 歳6 か月児健診、3 歳児健診、幼児歯科健診を実施します。 

・1 歳6 か月児健診 医師診察、身体測定、歯科健診、育児相談等 

・3 歳児健診 医師診察、尿検査、身体測定、歯科健診、育児相談等 

・幼児歯科健診 歯垢の染め出し・歯みがき実習・歯科健診・フッ素（むし歯予防

の薬）塗布等 

合計 47,406  

【活動指標・成果指標】 

指標名 平 成 3 0 年 度 平 成 3 1 年 度 平 成 3 2 年 度 

1 歳 6 か月 児 健 診 の実 施 回 数 30 回 30 回 30 回 

3 歳 児 健 康 診 査 の 実 施 回 数 30 回 30 回 30 回 

幼 児 歯 科 健 診 の 実 施 回 数 60 回 60 回 60 回 

1 歳 6 か 月 児 健 診 受 診 率 95% 95% 95% 

3 歳 児 健 康 診 査 受 診 率 90% 90% 90% 

む し 歯 の な い ３ 歳 児 の 割 合 88% 88% 88% 
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総合計画の位置付け 
第 1 章-基本施策 3-施策 1 (妊娠・出産・育児の各期に応じた健康保持に必要な支援を行

います) 

会計 / 区分 【会計】一般会計 4 款-1 項-2 目     /  経常経費 

事業名 703 妊婦及び乳児健康診査事業 

担当所属 健康増進課 事業期間 平成20 年度～平成31 年度 

【実施計画の概要】 

事業の内容 

・母と子の健康の記録である母子健康手帳の交付を通じ、妊娠・出産・育児に関する知識の普及を

図ります。 

・妊婦健康診査にかかる費用を助成することにより、妊娠期に必要な健康診査の受診を促すこと

で、疾病の早期発見、予防に努め、もって健やかな妊娠・出産を支援します。 

・乳児健康診査にかかる費用の助成を行い、乳児健診の受診を促すことで、疾病の早期発見を図

り、乳児の成長発達を支援します。 

事業の目的 

・妊婦・乳児の健康管理の充実及び経済的負担の軽減を図ることを目的として、健康診査に必要な

経費を助成します。 

・当該事業の実施により、安心して妊娠・出産・育児が行える環境を整えます。 

事業の効果 

・医療機関に委託して行う妊婦及び乳児健康診査の実施により、妊婦及び乳児の疾病の早期発

見、治療に努めます。 

・当該事業の実施により、妊婦及び乳児の健康の保持増進を図ります。 

 

【事業の概要】 

年度 事業費(千円) 事業内容 

平成30 年度 114,090 

母子健康手帳の交付、妊婦一般健康診査14 回及び乳児一般健康診査2 回の費

用助成を行います。 

平成31 年度 114,090 

母子健康手帳の交付、妊婦一般健康診査14 回及び乳児一般健康診査2 回の費

用助成を行います。 

平成32 年度 114,090 

母子健康手帳の交付、妊婦一般健康診査14 回及び乳児一般健康診査2 回の費

用助成を行います。 

合計 342,270  

 

【活動指標・成果指標】 

指標名 平 成 3 0 年 度  平 成 3 1 年 度  平 成 3 2 年 度  

母 子 健 康 手 帳 の 交 付 （ 率 ）  届出に対し全数交付 届出に対し全数交付 届出に対し全数交付 

妊娠 11 週までに妊娠届出をした妊婦の割合 95％ 95％ 95％ 

妊婦健康診査受診率(受診件数/発券枚数) 90％ 90％ 90％ 

乳児健康診査受診率（受診件数/発券枚数） 90％ 90％ 90％ 
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総合計画の位置付け 
第 1 章-基本施策 3-施策 1 (妊娠・出産・育児の各期に応じた健康保持に必要な支援を行

います) 

会計 / 区分 【会計】一般会計 4 款-1 項-2 目     /  経常経費 

事業名 830 母子保健推進事業 

担当所属 健康増進課 事業期間 昭和40 年度～平成31 年度 

 

【実施計画の概要】 

事業の内容 

・生後４か月までの乳児に対し、保健師、助産師、こんにちは赤ちゃん訪問協力員による全戸訪問

を実施します。なお、継続支援が必要なケースについては、保健師が関係課と連携しながら支援を

実施します。 

・妊娠・出産・乳幼児期の各期において、健康教育や個別相談、訪問指導を通じ、乳幼児の成長・

発達に応じた切れ目のない育児支援を行ってまいります。 

事業の目的 

地域の実情に応じた各種母子保健事業を効果的・効率的に実施することにより、健やかに子どもを

生み育てるための環境を整備します。 

事業の効果 

・安心して子どもを生み、健やかに育てる体制づくりを図ります。 

・時代の変遷とともに変化する子育ての問題を的確に捉え、保護者の育児不安の軽減と、子どもの

心身の安らかな成長を支える育児環境の整備を図ります。 

 

【事業の概要】 

年度 事業費(千円) 事業内容 

平成30 年度 2,093 

母子保健に関する健康教育、個別相談、訪問指導、発達支援などを通じ、育児に

係る切れ目のない支援を実施します。 

平成31 年度 2,093 

母子保健に関する健康教育、個別相談、訪問指導、発達支援などを通じ、育児に

係る切れ目のない支援を実施します。 

平成32 年度 2,093 

母子保健に関する健康教育、個別相談、訪問指導、発達支援などを通じ、育児に

係る切れ目のない支援を実施します。 

合計 6,279  

 

【活動指標・成果指標】 

指標名 平 成 3 0 年 度  平 成 3 1 年 度  平 成 3 2 年 度  

生後４か月までの全戸訪問実施率 95％ 95％ 95％ 

４ か 月 児 乳 児 相 談 来 所 率 90％ 90％ 90％ 

育児について相談相手のいない保護者の割合  0％ 0％ 0％ 

子育てに自信が持てない保護者の割合  23％ 23％ 23％ 
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総合計画の位置付け 
第 1 章-基本施策 3-施策 1 (妊娠・出産・育児の各期に応じた健康保持に必要な支援を行

います) 

会計 / 区分 【会計】一般会計 4 款-1 項-2 目     /  臨時経費 

事業名 13187 産婦健康診査事業 

担当所属 健康増進課 事業期間 平成30 年度～平成31 年度 

 

【実施計画の概要】 

事業の内容 

産後２週間、産後１か月など出産後間もない時期の産婦に対し健康診査（母体の身体的機能の回

復、授乳状況及び精神状態の把握等）に係る費用を助成します。産婦健康診査の結果が産婦健康

診査を実施する医療機関等から市にすみやかに報告される体制を整備し、産後ケアにつなげる等

早期支援を行います。 

事業の目的 

産後うつ（抑うつ状態をはじめとする産後の精神的障害）の予防や新生児への虐待防止等を図る観

点から、産後２週間、産後１か月など出産後間もない時期の産婦に対する健康診査（産後の母体の

回復や産婦の精神状態等の診察）の重要性が指摘されています。このため、産婦健康診査の費用

を助成することにより、産後の初期段階における母子に対する支援を強化し、妊娠期から子育て期

にわたるまでの切れ目ない支援体制を整備します。 

事業の効果 

産婦健康診査の費用を助成することにより、支援が必要な産婦を早期に発見し、適切な支援に結

び付けることができます。 

 

【事業の概要】 

年度 事業費(千円) 事業内容 

平成30 年度 7,736 

・産婦健康診査の費用助成を行い、支援が必要な産婦に適切な支援を実施しま

す。 

平成31 年度 7,736 

・産婦健康診査の費用助成を行い、支援が必要な産婦に適切な支援を実施しま

す。 

平成32 年度 7,736 

・産婦健康診査の費用助成を行い、支援が必要な産婦に適切な支援を実施しま

す。 

合計 23,208  

 

【活動指標・成果指標】 

指標名 平 成 3 0 年 度  平 成 3 1 年 度  平 成 3 2 年 度  

産 婦 健 康 診 査 受 診 率  90％ 90％ 90％ 

産 後 の 早 期 支 援 実 施 率  100％ 100％ 100％ 
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総合計画の位置付け 第1 章-基本施策3-施策2 (感染症予防を推進します) 

会計 / 区分 【会計】一般会計 4 款-1 項-3 目     /  臨時経費 

事業名 56 感染症等予防事業（任意予防接種） 

担当所属 健康増進課 事業期間 平成26 年度～平成31 年度 

 

【実施計画の概要】 

事業の内容 

・おたふくかぜワクチンの費用助成を実施します。 

・健康増進課が実施する保健事業での啓発・接種勧奨を実施します。 

・ホームページ、広報紙等による接種勧奨を実施します。 

 

事業の目的 

・ワクチンの接種により、おたふくかぜ（流行性耳下腺炎）を予防し、子どもの健康維持を目的としま

す。 

事業の効果 

・予防接種は、個人個人が病気にならないために接種するものですが、多くの対象者が予防接種

をすることにより、疾病そのものの蔓延予防につながります。 

・予防接種をすることにより公衆衛生が向上し、医療費の削減にもつながります。 

 

【事業の概要】 

年度 事業費(千円) 事業内容 

平成30 年度 3,168 

・おたふくかぜワクチンの予防接種の費用助成を行います。 

・保健事業での啓発・接種勧奨を実施します。 

・個別通知(書類郵送等)、ホームページ、広報紙等による接種勧奨を実施しま

す。 

平成31 年度 3,168 

・おたふくかぜワクチンの予防接種の費用助成を行います。 

・保健事業での啓発・接種勧奨を実施します。 

・個別通知(書類郵送等)、ホームページ、広報紙等による接種勧奨を実施しま

す。 

平成32 年度 3,168 

・おたふくかぜワクチンの予防接種の費用助成を行います。 

・保健事業での啓発・接種勧奨を実施します。 

・個別通知(書類郵送等)、ホームページ、広報紙等による接種勧奨を実施しま

す。 

合計 9,504  

 

【活動指標・成果指標】 

指標名 平 成 3 0 年 度 平 成 3 1 年 度 平 成 3 2 年 度 

おたふくかぜワクチンの助 成 人 数 ９５０人以上 ９５０人以上 ９５０人以上 

おたふくかぜワクチンの 1 歳児の助成人数  ７００人以上 ７００人以上 ７００人以上 
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総合計画の位置付け 第1 章-基本施策3-施策2 (感染症予防を推進します) 

会計 / 区分 【会計】一般会計 4 款-1 項-3 目     /  経常経費 

事業名 167 感染症等予防事業（定期予防接種） 

担当所属 健康増進課 事業期間 昭和23 年度～平成31 年度 

【実施計画の概要】 

事業の内容 

予防接種法に基づき、感染のおそれのある疾病の発生及び蔓延を予防するため、必要な予防接

種の通知、勧奨を行い予防接種を実施するものです。 

・健康増進課が実施する保健事業での啓発・接種勧奨を実施します。 

・個別通知(書類郵送・電話等)、ホームページ、広報紙等による接種勧奨を実施します。 

事業の目的 

予防接種の接種勧奨等により接種率の向上を図り、感染症の予防と公衆衛生の向上及び健康増進

に努めます。 

事業の効果 

・予防接種は、個人個人が病気にならないために接種するものですが、多くの方が予防接種をする

ことにより疾病そのものの蔓延予防になります。 

・公衆衛生の向上により、医療費の削減にもつながります。 

【事業の概要】 

年度 事業費(千円) 事業内容 

平成30 年度 422,168 

・予防接種法に基づき、感染のおそれのある疾病の発生及び蔓延を予防するた

め、必要な予防接種の通知、勧奨を行い予防接種を実施します。 

・個別通知(書類郵送・電話等)、ホームページ、広報紙等による接種勧奨を実施し

ます。 

平成31 年度 422,168 

・予防接種法に基づき、感染のおそれのある疾病の発生及び蔓延を予防するた

め、必要な予防接種の通知、勧奨を行い予防接種を実施します。 

・個別通知(書類郵送・電話等)、ホームページ、広報紙等による接種勧奨を実施し

ます。 

平成32 年度 422,168 

・予防接種法に基づき、感染のおそれのある疾病の発生及び蔓延を予防するた

め、必要な予防接種の通知、勧奨を行い予防接種を実施します。 

・個別通知(書類郵送・電話等)、ホームページ、広報紙等による接種勧奨を実施し

ます。 

合計 1,266,504  

【活動指標・成果指標】 

指標名 平 成 3 0 年 度  平 成 3 1 年 度  平 成 3 2 年 度  

広 報 紙 による周 知 ・啓 発 回 数  年10 回以上 年10 回以上 年10 回以上 

B 型肝炎予防接種の接種人数（延回数）  2,440 回 2,440 回 2,440 回 

ヒブ感染症予防接種の接種人数（延回数）  4,630 回 4,630 回 4,630 回 

小児用肺炎球菌感染症予防接種の接種人数（延回数）  4,830 回 4,830 回 4,830 回 

ＢＣＧ予防接種の接種人数（延回数）  1,120 回 1,120 回 1,120 回 

麻しん風しん予防接種の接種人数（延回数）  2,560 回 2,560 回 2,560 回 

四種混合予防接種の接種人数（延回数）  4,420 回 4,420 回 4,420 回 

水痘予防接種の接種人数（延回数）  2,380 回 2,380 回 2,380 回 

日本脳炎（特例除く）予防接種の接種人数（延回数）  5,110 回 5,110 回 5,110 回 

二種混合予防接種の接種人数（延回数）  1,340 回 1,340 回 1,340 回 

高齢者インフルエンザ予防接種の接種人数（延回数）  28,220 回 28,220 回 28,220 回 

高齢者肺炎球菌予防接種の接種人数（延回数）  6,160 回 6,160 回 6,160 回 
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総合計画の位置付け 第1 章-基本施策3-施策3 (保育・子育て支援事業を充実します) 

会計 / 区分 【会計】一般会計 3 款-3 項-4 目     /  経常経費 

事業名 42 民間保育園等助成事業 

担当所属 子育て支援課 事業期間 平成23 年度～平成31 年度 

【実施計画の概要】 

事業の内容 

民間保育園等に対して交付金を交付することで、児童の処遇向上、職員の労働条件等処遇向上及

び施設経営の安定を図ります。 

事業の目的 

・民間保育園等における児童の処遇向上、職員の労働条件等処遇向上及び施設経営の安定を図

ります。 

・公立・民間同水準の保育の提供を図ります。 

事業の効果 

施設運営の安定により、民間保育園等における児童・職員の処遇、保育環境・労働環境が向上しま

す。 

【事業の概要】 

年度 事業費(千円) 事業内容 

平成30 年度 492,980 

民間保育園等に対して交付金を交付することで、児童の処遇向上、職員の労働

条件等処遇向上及び施設経営の安定を図ります。 

平成31 年度 492,980 

民間保育園等に対して交付金を交付することで、児童の処遇向上、職員の労働

条件等処遇向上及び施設経営の安定を図ります。 

平成32 年度 492,980 

民間保育園等に対して交付金を交付することで、児童の処遇向上、職員の労働

条件等処遇向上及び施設経営の安定を図ります。 

合計 1,478,940  

【活動指標・成果指標】 

指標名 平 成 3 0 年 度 平 成 3 1 年 度 平 成 3 2 年 度 

助 成 対 象 保 育 施 設 数 31 園 31 園 31 園 

民 間 保 育 園 等 定 員 数 2,621 人 2,621 人 2,621 人 

民間保育園等入園児童数(延べ人数）  31,452 人 31,452 人 31,452 人 
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総合計画の位置付け 第1 章-基本施策3-施策3 (保育・子育て支援事業を充実します) 

会計 / 区分 【会計】一般会計 3 款-3 項-4 目     /  臨時経費 

事業名 43 認可外保育施設利用者・運営助成事業 

担当所属 子育て支援課 事業期間 平成22 年度～平成31 年度 

【実施計画の概要】 

事業の内容 

・認可外保育施設指導監督基準を満たす旨の証明書の交付を受けている市内の施設に対し、職員

や入所児童の健康診断に要する経費などの一部を助成します。 

・市内在住で、認可保育園等の待機児童が県内の認可外保育施設で国の指導監督基準を満たす

旨の証明書の交付を受けている施設を利用している場合、保護者に対し保育料の一部を助成しま

す。 

事業の目的 

・運営費等補助金の交付により、認可外保育施設の保育環境の維持向上を図ります。 

・保育料の一部助成により、保護者の経済的負担の軽減を図ります。 

事業の効果 

認可保育園等が待機となっても、保育環境の良好な認可外保育施設を利用することにより、保護者

の就労も可能となり、もって待機児童対策の一助となることが期待できます。 

【事業の概要】 

年度 事業費(千円) 事業内容 

平成30 年度 2,858 

・認可外保育施設指導監督基準を満たす旨の証明書の交付を受けている市内の

施設に対し、職員や入所児童の健康診断に要する経費等の一部を助成します。 

・市内在住で、認可保育園等の待機児童が県内の認可外保育施設で国の指導監

督基準を満たす旨の証明書の交付を受けている施設を利用している場合、保護

者に対し保育料の一部を助成します。 

平成31 年度 2,858 

・認可外保育施設指導監督基準を満たす旨の証明書の交付を受けている市内の

施設に対し、職員や入所児童の健康診断に要する経費等の一部を助成します。 

・市内在住で、認可保育園等の待機児童が県内の認可外保育施設で国の指導監

督基準を満たす旨の証明書の交付を受けている施設を利用している場合、保護

者に対し保育料の一部を助成します。 

平成32 年度 2,858 

・認可外保育施設指導監督基準を満たす旨の証明書の交付を受けている市内の

施設に対し、職員や入所児童の健康診断に要する経費等の一部を助成します。 

・市内在住で、認可保育園等の待機児童が県内の認可外保育施設で国の指導監

督基準を満たす旨の証明書の交付を受けている施設を利用している場合、保護

者に対し保育料の一部を助成します。 

合計 8,574  

【活動指標・成果指標】 

指標名 平 成 3 0 年 度 平 成 3 1 年 度 平 成 3 2 年 度 

認 可 外 保 育 施 設 数 2 施設 2 施設 2 施設 

認可外保育施設利用者助成金交付対象者数  50 人 50 人 50 人 

認可外保育施設運営費等交付金交付実績数  2 施設 2 施設 2 施設 

認可外保育施設利用者助成金交付実績者数  50 人 50 人 50 人 
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総合計画の位置付け 第1 章-基本施策3-施策3 (保育・子育て支援事業を充実します) 

会計 / 区分 【会計】一般会計 3 款-3 項-6 目     /  経常経費 

事業名 272 学童保育所管理運営事業 

担当所属 子育て支援課 事業期間 平成23 年度～平成31 年度 

【実施計画の概要】 

事業の内容 

・放課後保育を必要とする児童の遊び場、生活の場としての学童保育所を円滑に運営します。 

・公立の学童保育所については、指定管理者と連携し、適切な保育を提供します。 

・公立の学童保育所がない小学校区では、民間法人へ学童保育事業を委託します。 

事業の目的 

保護者の就労や病気などの理由により、放課後保育を必要とする小学校児童に対し、適切な遊び

の場や生活の場を提供しその健全育成を図ると共に、共働き家庭に対する支援を図ります。 

事業の効果 

仕事と子育ての両立を支援することにより、少子化対策に寄与することが期待できます。 

【事業の概要】 

年度 事業費(千円) 事業内容 

平成30 年度 275,498 

公立学童保育所の指定管理者と連携し、管理運営を行います。 

民間事業者に放課後児童健全育成事業を委託します。 

平成31 年度 275,498 

公立学童保育所の指定管理者と連携し、管理運営を行います。 

民間事業者に放課後児童健全育成事業を委託します。 

平成32 年度 275,498 

公立学童保育所の指定管理者と連携し、管理運営を行います。 

民間事業者に放課後児童健全育成事業を委託します。 

合計 826,494  

【活動指標・成果指標】 

指標名 平 成 3 0 年 度 平 成 3 1 年 度 平 成 3 2 年 度 

学 童 保 育 所 数 ( 公 立 )  30 箇所 30 箇所 30 箇所 

学 童 保 育 所 数 ( 民 間 )  3 箇所 3 箇所 3 箇所 

学 童 保 育 所 利 用 状 況 ( 公 立 ) 134,800 人 134,800 人 134,800 人 

学 童 保 育 所 利 用 状 況 ( 民 間 ) 19,200 人 19,200 人 19,200 人 
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総合計画の位置付け 第1 章-基本施策3-施策3 (保育・子育て支援事業を充実します) 

会計 / 区分 【会計】一般会計 3 款-3 項-4 目     /  経常経費 

事業名 374 保育園一般事務費 

担当所属 子育て支援課 事業期間 平成23 年度～平成31 年度 

【実施計画の概要】 

事業の内容 

・保育園の事務管理を行います。 

・保育内容の充実のための職員向け研修(派遣研修含む)を実施します。 

・障害児保育担当者向け巡回指導及び個別支援検討会議を実施します。 

事業の目的 

・保育園運営、委託等の事務経費を一括計上し、事務の効率化を図ります。 

・保育に欠ける乳幼児を、健全育成するために、保育内容の充実を図るとともに、全園が一定水準

で保育ができるよう、保育の質の向上、見直しを図ります。 

事業の効果 

保育の質の向上を目的とした研修等を実施することにより、保育内容の充実や一定水準の保育の

提供を確保するとともに、事務の効率化を測ることで、保育園入園児童の処遇及び保育環境の向上

が期待できます。 

【事業の概要】 

年度 事業費(千円) 事業内容 

平成30 年度 2,380 

・保育園の事務管理に係る諸経費の支出 

・職員向け研修の実施 

・障害児保育担当者向け巡回指導及び個別支援検討会議の実施 

・佐倉市アレルギー対応検討委員会の実施 

平成31 年度 2,380 

・保育園の事務管理に係る諸経費の支出 

・職員向け研修の実施 

・障害児保育担当者向け巡回指導及び個別支援検討会議の実施 

・佐倉市アレルギー対応検討委員会の実施 

平成32 年度 2,380 

・保育園の事務管理に係る諸経費の支出 

・職員向け研修の実施 

・障害児保育担当者向け巡回指導及び個別支援検討会議の実施 

・佐倉市アレルギー対応検討委員会の実施 

合計 7,140  

【活動指標・成果指標】 

指標名 平 成 3 0 年 度 平 成 3 1 年 度 平 成 3 2 年 度 

保 育 園 数 38 園 38 園 38 園 

保 育 園 定 員 数 2,409 人 2,409 人 2,409 人 

各 種 研 修 会 の 開 催 回 数 12 回 12 回 12 回 

障 害 児 巡 回 相 談 回 数 30 回 30 回 30 回 
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総合計画の位置付け 第1 章-基本施策3-施策3 (保育・子育て支援事業を充実します) 

会計 / 区分 【会計】一般会計 3 款-3 項-4 目     /  経常経費 

事業名 375 保育園管理運営事業 

担当所属 子育て支援課 事業期間 平成23 年度～平成31 年度 

【実施計画の概要】 

事業の内容 

公立保育園7 園の管理運営を行います。 

事業の目的 

・保育の必要性がある乳幼児を保育し、健全育成・児童福祉の増進を図ります。 

・施設管理運営(各種保険料・検査手数料・施設修繕・保守点検・委託料等)の水準を確保します。 

事業の効果 

・保育の必要な児童に、適切な保育を提供することができます。 

・入園児童の処遇及び保育環境の向上が図られます。 

・延長保育や一時預かり、乳児保育事業など多様化する保育のニーズに応じた事業が実施できま

す。 

【事業の概要】 

年度 事業費(千円) 事業内容 

平成30 年度 488,641 

・保育の必要性がある乳幼児を保育し、健全育成・児童福祉の増進を図ります。 

・施設管理運営(各種保険料・検査手数料・施設修繕・保守点検・委託料等)の水準

を確保します。 

・佐倉保育園園舎賃貸借契約を継続し、安全かつ良好な環境で保育を実施しま

す。 

平成31 年度 488,641 

・保育の必要性がある乳幼児を保育し、健全育成・児童福祉の増進を図ります。 

・施設管理運営(各種保険料・検査手数料・施設修繕・保守点検・委託料等)の水準

を確保します。 

・佐倉保育園園舎賃貸借契約を継続し、安全かつ良好な環境で保育を実施しま

す。 

平成32 年度 488,641 

・保育の必要性がある乳幼児を保育し、健全育成・児童福祉の増進を図ります。 

・施設管理運営(各種保険料・検査手数料・施設修繕・保守点検・委託料等)の水準

を確保します。 

・佐倉保育園園舎賃貸借契約を継続し、安全かつ良好な環境で保育を実施しま

す。 

合計 1,465,923  

【活動指標・成果指標】 

指標名 平 成 3 0 年 度 平 成 3 1 年 度 平 成 3 2 年 度 

公 立 保 育 園 数 7 園 7 園 7 園 

公 立 保 育 園 定 員 数 828 人 828 人 828 人 

延長保育事業(20 時まで)実施公立保育園数 6 園 6 園 6 園 

一時預かり事業実施公立保育園数 4 園 4 園 4 園 

乳児保育事業実施公立保育園数 6 園 6 園 6 園 

通 常 保 育 利 用 状 況 11,000 人 11,000 人 11,000 人 

延 長 保 育 利 用 状 況 500 人 500 人 500 人 

一 時 預 か り 利 用 状 況 4,000 人 4,000 人 4,000 人 

乳児保育事業(生後 57 日目からの預かり)利用状況  2 人 2 人 2 人 

障 害 児 保 育 事 業 利 用 状 況 5 人 5 人 5 人 
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総合計画の位置付け 第1 章-基本施策3-施策3 (保育・子育て支援事業を充実します) 

会計 / 区分 【会計】一般会計 3 款-3 項-4 目     /  経常経費 

事業名 376 保育所入所委託等事業 

担当所属 子育て支援課 事業期間 平成23 年度～平成31 年度 

【実施計画の概要】 

事業の内容 

市内の民間保育園等及び他市区町村の保育園等に対し運営委託費（施設型給付費）を支弁するこ

とで施設運営の安定を図ります。 

事業の目的 

保育が必要な児童を市内の民間保育園等及び他市区町村の保育園等に委託し、適切な保育を提

供します。 

事業の効果 

委託先の保育園等に対し、運営委託費（施設型給付費）を支弁することで、施設運営の安定を図

り、もって安定した保育環境の提供と児童の処遇向上に資することができます。 

【事業の概要】 

年度 事業費(千円) 事業内容 

平成30 年度 2,190,858 

市内の民間保育園等及び他市区町村の保育園等に対し運営委託費を支弁する

ことで施設運営の安定を図ります。 

平成31 年度 2,190,858 

市内の民間保育園等及び他市区町村の保育園等に対し運営委託費を支弁する

ことで施設運営の安定を図ります。 

平成32 年度 2,190,858 

市内の民間保育園等及び他市区町村の保育園等に対し運営委託費を支弁する

ことで施設運営の安定を図ります。 

合計 6,572,574  

【活動指標・成果指標】 

指標名 平 成 3 0 年 度 平 成 3 1 年 度 平 成 3 2 年 度 

市 内 民 間 保 育 園 等 の 施 設 数 31 施設 31 施設 31 施設 

市 内 民 間 保 育 園 等 定 員 数 2,621 人 2,621 人 2,621 人 

入 園 児 童 数 （ 延 べ 人 数 ） 31,452 人 31,452 人 31,452 人 
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総合計画の位置付け 第1 章-基本施策3-施策3 (保育・子育て支援事業を充実します) 

会計 / 区分 【会計】一般会計 3 款-3 項-6 目     /  臨時経費 

事業名 7314 学童保育所施設整備事業 

担当所属 子育て支援課 事業期間 平成23 年度～平成31 年度 

【実施計画の概要】 

事業の内容 

・小学校の余裕教室等を活用した学童保育所の整備を進めます。 

・老朽化した学童保育所の修繕を実施します。 

事業の目的 

過密状態の解消と全小学校区で 6 年生までの受け入れが可能となるように施設を整備していきま

す。 

事業の効果 

・入所児童が多く過密状態となっている学童保育所を解消し、快適な保育環境を提供します。 

・全小学校区での 6 年生までの受け入れを行い、放課後等に安心して過ごせる場を提供します。 

【事業の概要】 

年度 事業費(千円) 事業内容 

平成30 年度 6,338 

・学童保育所の過密状況の解消のため新規学童保育所整備を検討します。 

・老朽化した学童保育所の修繕を実施します。 

・平成 28 年度に佐倉東小学校内に移転した佐倉東学童保育所旧施設の解体を

行います。 

平成31 年度 0 

・学童保育所の過密状況の解消のため新規学童保育所整備を検討します。 

・老朽化した学童保育所の修繕を実施します。 

平成32 年度 0 

・学童保育所の過密状況の解消のため新規学童保育所整備を検討します。 

・老朽化した学童保育所の修繕を実施します。 

合計 6,338  

【活動指標・成果指標】 

指標名 平 成 3 0 年 度  平 成 3 1 年 度  平 成 3 2 年 度  

事 業 を 実 施 す る 施 設 数  2 箇所 － － 

事 業 を 実 施 し た 施 設 数 2 箇所 － － 
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+総合計画の位置付け 第1 章-基本施策3-施策3 (保育・子育て支援事業を充実します) 

会計 / 区分 【会計】一般会計 3 款-3 項-4 目     /  臨時経費 

事業名 7474 保育園施設整備事業 

担当所属 子育て支援課 事業期間 平成23 年度～平成31 年度 

【実施計画の概要】 

事業の内容 

市立保育園の施設及び設備を、計画的に改修します。 

事業の目的 

入園児童の安全性及び保育環境の向上を図ります。 

事業の効果 

・入園児童の安全性及び保育環境の向上を図られます。 

・施設機能の強化が図られます。 

【事業の概要】 

年度 事業費(千円) 事業内容 

平成30 年度 31,279 

市立保育園の施設及び設備の改修等を実施します。 

根郷保育園のエレベーター改修工事を実施します。 

北志津保育園の外壁・屋根の補修を行います。 

根郷保育園、臼井保育園の照明設備の改修を行います。 

保育園３園において空調室内機清掃を実施します。 

平成31 年度 26,329 

市立保育園の施設及び設備の改修等を実施します。 

志津、北志津保育園のエレベーター改修工事を実施します。 

佐倉保育園、馬渡保育園の照明設備の改修を行います。 

臼井保育園の外壁・屋根の補修を行います。 

保育園４園において空調室内機清掃を実施します。 

平成32 年度 19,493 

市立保育園の施設及び設備の改修等を実施します。 

志津の屋根の改修工事を実施します。 

南志津保育園の照明設備の改修を行います。 

保育園４園において空調室内機清掃を実施します。 

馬渡保育園の幼児用トイレに清掃用流し台を設置します。 

合計 77,101  

【活動指標・成果指標】 

指標名 平 成 3 0 年 度  平 成 3 1 年 度  平 成 3 2 年 度  

市 立 保 育 園 改 修 施 設 数  7 園 7 園 7 園 

市 立 保 育 園 数  7 園 7 園 7 園 
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総合計画の位置付け 第1 章-基本施策3-施策3 (保育・子育て支援事業を充実します) 

会計 / 区分 【会計】一般会計 3 款-3 項-1 目     /  臨時経費 

事業名 7724 病児・病後児保育事業 

担当所属 子育て支援課 事業期間 平成23 年度～平成31 年度 

【実施計画の概要】 

事業の内容 

児童が病気の回復期で集団保育が困難な場合、病院等の専門施設で一時的に預かります。 

事業の目的 

・病気の回復期で集団保育が困難な児童に対し、適切な保育を提供できます。 

・保護者の子育てと就労の両立、多様な保育サービスの提供を図ります。 

事業の効果 

・病気の回復期で集団保育が困難な児童に対し、適切な保育が提供でき、児童の健全な育成に資

することができます。 

・保護者の子育てと就労の両立の一助となり、多様化する保育ニーズへの対応、子育て支援施策

の充実が図られます。 

【事業の概要】 

年度 事業費(千円) 事業内容 

平成30 年度 36,433 

０歳～小学校３年生の保育園等に通う児童が、罹患期、病気回復期で集団保育

が困難な期間等に病院等で一時的に預かり、保育サービスを提供します。 

平成31 年度 36,433 

０歳～小学校３年生の保育園等に通う児童が、罹患期、病気回復期で集団保育

等が困難な期間等に病院等で一時的に預かり、保育サービスを提供します。 

平成32 年度 36,433 

０歳～小学校３年生の保育園等に通う児童が、罹患期、病気回復期で集団保育

等が困難な期間等に病院等で一時的に預かり、保育サービスを提供します。 

合計 109,299  

【活動指標・成果指標】 

指標名 平 成 3 0 年 度 平 成 3 1 年 度 平 成 3 2 年 度 

病児・病後児保育事業委託施設数 4 か所 4 か所 4 か所 

年 間 利 用 児 童 数 （ 延 べ 人 数 ） 年間200 人 年間200 人 年間200 人 
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総合計画の位置付け 第1 章-基本施策3-施策3 (保育・子育て支援事業を充実します) 

会計 / 区分 【会計】一般会計 3 款-3 項-4 目     /  臨時経費 

事業名 7726 民間保育園等施設整備助成事業 

担当所属 子育て支援課 事業期間 平成23 年度～平成31 年度 

【実施計画の概要】 

事業の内容 

認可保育園等の整備を行います。 

事業の目的 

民間による認可保育園等の定員数の増加を図ります。 

事業の効果 

認可保育園等の定員数を増やすことにより、待機児童の解消を図ります。 

【事業の概要】 

年度 事業費(千円) 事業内容 

平成30 年度 595,888 

認可保育園等の整備を行います。 

平成31 年度 0 

認可保育園等の整備を行います。 

平成32 年度 0 

認可保育園等の整備を行います。 

合計 595,888  

【活動指標・成果指標】 

指標名 平 成 3 0 年 度 平 成 3 1 年 度 平 成 3 2 年 度 

助 成 対 象 民 間 保 育 園 等 の 数 2 園 - - 

助 成 により整 備 される保 育 定 数 60 人＋90 人 - - 

 

1-43



総合計画の位置付け 第1 章-基本施策3-施策3 (保育・子育て支援事業を充実します) 

会計 / 区分 【会計】一般会計 3 款-3 項-1 目     /  臨時経費 

事業名 11879 子育て短期支援事業 

担当所属 子育て支援課 事業期間 平成28 年度～平成31 年度 

【実施計画の概要】 

事業の内容 

保護者が疾病その他の理由により家庭において養育することが一時的に困難となった場合に、当

該児童を実施施設において一定期間、養護・保護を行います。 

事業の目的 

当該児童及びその家庭の福祉の向上を図ることができます。 

事業の効果 

子育て支援施策の充実が図られます。 

【事業の概要】 

年度 事業費(千円) 事業内容 

平成30 年度 468 

保護者の疾病などの理由で家庭において一時的に養育することができない０歳

から３歳未満までの児童を、実施施設において一定期間預かります。３歳以上の

児童の預かりについても可能となる体制を整えます。 

平成31 年度 468 

保護者の疾病などの理由で家庭において一時的に養育することができない０歳

から３歳未満までの児童を、実施施設において一定期間預かります。３歳以上の

児童の預かりについても可能となる体制を整えます。 

平成32 年度 468 

保護者の疾病などの理由で家庭において一時的に養育することができない０歳

から３歳未満までの児童を、実施施設において一定期間預かります。３歳以上の

児童の預かりについても可能となる体制を整えます。 

合計 1,404  

【活動指標・成果指標】 

指標名 平 成 3 0 年 度  平 成 3 1 年 度  平 成 3 2 年 度  

子育て短期支援事業委託施設数 2 箇所 2 箇所 2 箇所 

子育て短期支援事業利用者数（延べ人数）  30 人 30 人 30 人 

子育て短期支援事業利用延べ日数 210 日 210 日 210 日 
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総合計画の位置付け 第1 章-基本施策3-施策3 (保育・子育て支援事業を充実します) 

会計 / 区分 【会計】一般会計 4 款-1 項-2 目     /  臨時経費 

事業名 13480 産後ケア事業 

担当所属 子育て支援課 事業期間 平成28 年度～平成31 年度 

【実施計画の概要】 

事業の内容 

・産後に育児不安や今後の生活に不安や心配を抱える保護者に対し、市内の産婦人科に宿泊、通

所のほか、助産師による訪問によるケア事業を実施します。 

・妊産婦等が抱える妊娠、出産、子育てに関する悩みなどについて、子育て経験者やシニア世代

の相談しやすい「話し相手」等による相談支援を行うことで、家庭や地域での妊産婦等の孤立感の

低減を図ります。 

事業の目的 

・産後ケア事業を実施することで、安心、安全な産後の生活を提供します。 

・産前産後サポート事業を実施することで、家庭や地域での妊産婦等の孤立感の低減、育児負担

感の軽減を図ります。 

事業の効果 

産後ケア事業及び、産前産後サポート事業を実施することで、母親の心理的、肉体的負担を軽減

し、理想の子ども数を持ちたい家庭を応援します。 

【事業の概要】 

年度 事業費(千円) 事業内容 

平成30 年度 4,489 

産後ケア事業の実施 

産前産後サポート事業（子育て講座）の実施 

平成31 年度 4,489 

産後ケア事業の実施 

産前産後サポート事業（子育て講座）の実施 

平成32 年度 4,489 

産後ケア事業の実施 

産前産後サポート事業（子育て講座）の実施 

合計 13,467  

【活動指標・成果指標】 

指標名 平 成 3 0 年 度  平 成 3 1 年 度  平 成 3 2 年 度  

産 後 ケ ア 事 業 委 託 施 設 数  1 箇所 2 箇所 2 箇所 

産前産後サポート事業（子育て講座）開催回数 6 回 8 回 10 回 

宿泊型産後ケア事業利用者数（実人数）  50 人 50 人 50 人 

宿泊型産後ケア事業利用延べ日数 350 日 350 日 350 日 

訪問型産後ケア事業利用者数（実人数）  60 人 60 人 60 人 

訪問型産後ケア事業利用回数  180 回 180 回 180 回 

産前産後サポート事業（子育て講座）参加者数 36 人 48 人 60 人 
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総合計画の位置付け 第1 章-基本施策3-施策4 (子育て情報の提供と、相談・交流の場づくりを推進します) 

会計 / 区分 【会計】一般会計 3 款-3 項-1 目     /  経常経費 

事業名 154 子どもの遊び場管理事業 

担当所属 子育て支援課 事業期間 平成23 年度～平成31 年度 

【実施計画の概要】 

事業の内容 

市内に６か所ある子どもの遊び場の遊具等の点検及び修繕を行います。維持管理については、基

本的には地元で行うことになっていますが、樹木の伐採等については維持管理を定期的に行いま

す。なお、利用されていない子どもの遊び場については、遊具等を撤去し、地元に返還していきま

す。 

事業の目的 

子どもたちの健全な遊び場を提供することにより、健康の増進や情操を豊かに育つことに資するこ

とを目的とします。 

事業の効果 

定期的な維持管理を行うことにより、子どもが身近な場所で安心して集い遊べる場や、良好な環境

の中で親子が触れ合える場を確保します。 

【事業の概要】 

年度 事業費(千円) 事業内容 

平成30 年度 368 

施設の維持管理を行います。 

平成31 年度 368 

施設の維持管理を行います。 

平成32 年度 368 

施設の維持管理を行います。 

合計 1,104  

【活動指標・成果指標】 

指標名 平 成 3 0 年 度 平 成 3 1 年 度 平 成 3 2 年 度 

管 理 している子 どもの遊 び場 の数 6 箇所 6 箇所 6 箇所 

遊 具 等 撤 去 の 実 施 - - - 
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総合計画の位置付け 第1 章-基本施策3-施策4 (子育て情報の提供と、相談・交流の場づくりを推進します) 

会計 / 区分 【会計】一般会計 3 款-3 項-1 目     /  臨時経費 

事業名 164 地域子育て支援事業 

担当所属 子育て支援課 事業期間 平成23 年度～平成31 年度 

【実施計画の概要】 

事業の内容 

・身近な地域に子育て支援拠点を置き、子育てについての相談や援助、地域での交流場所の提供

や交流促進等を実施します。 

・地域の子育て家庭に対する育児支援を実施します。 

・子育て講座を定期的に開催し、育児に悩む保護者が、より良い子育ての方法について練習を通

して身に着け、健全な子育てが行えるよう援助します。 

・専門職による育児相談やミニ講座を定期的に開催します。 

事業の目的 

・保護者の抱えている育児に対する不安や孤立感の解消軽減を図るため気軽に相談できる、仲間

と交流できる場を提供します。 

・園児と触れ合うことで、子どもの育ちを身近に感じられる環境を作ります。 

・子育て講座を開催することにより子育てへの不安感を緩和し、子どもの健やかな育ちを支援しま

す。 

事業の効果 

・親子が気軽に集え交流・相談できる場を身近な場所で提供することにより、育児不安・孤立感が軽

減され、地域で安心して子育てができる環境をつくることができます。 

・子育て講座を開催し、子どもとの健全な子育ての方法を広めることにより、安心して子育ができる

環境を整備し、子育て世代の定住人口の増加を図ります。 

【事業の概要】 

年度 事業費(千円) 事業内容 

平成30 年度 4,579 

地域の子育て家庭に対する育児支援を実施します。 

平成31 年度 4,579 

地域の子育て家庭に対する育児支援を実施します。 

平成32 年度 4,579 

地域の子育て家庭に対する育児支援を実施します。 

合計 13,737  

【活動指標・成果指標】 

指標名 平 成 3 0 年 度  平 成 3 1 年 度  平 成 3 2 年 度  

地域子育て支援拠点事業実施施設数  2 箇所 2 箇所 2 箇所 

開 所 日 数 480 日 480 日 480 日 

年 間 利 用 者 数  5,000 人 5,000 人 5,000 人 

相 談 件 数 100 件 100 件 100 件 
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総合計画の位置付け 第1 章-基本施策3-施策4 (子育て情報の提供と、相談・交流の場づくりを推進します) 

会計 / 区分 【会計】一般会計 3 款-3 項-1 目     /  経常経費 

事業名 389 子育て支援センター事業 

担当所属 子育て支援課 事業期間 平成23 年度～平成31 年度 

【実施計画の概要】 

事業の内容 

・子育て支援センターにおいて、3 歳未満の乳幼児と保護者の方を対象に、保育士や栄養士、保健

師が育児についての相談や指導を行います。また、子育てについての情報提供を行います。 

・保護者同士が交流できる場を提供します。 

事業の目的 

乳幼児の保護者に対し、積極的な育児支援を実施し、子育て基盤の確立、少子化社会における子

育て支援の充実を図ります。 

事業の効果 

乳幼児の保護者に対し、気軽に立ち寄ることができ、気軽に相談することができる場を提供すること

により、子育てに対する不安や悩み、孤立感の解消、軽減を図ります。 

【事業の概要】 

年度 事業費(千円) 事業内容 

平成30 年度 7,788 

育児に関する相談・指導、子育てに関する情報提供、保護者同士の交流の場を

提供します。 

平成31 年度 7,788 

育児に関する相談・指導、子育てに関する情報提供、保護者同士の交流の場を

提供します。 

平成32 年度 7,788 

育児に関する相談・指導、子育てに関する情報提供、保護者同士の交流の場を

提供します。 

合計 23,364  

【活動指標・成果指標】 

指標名 平 成 3 0 年 度 平 成 3 1 年 度 平 成 3 2 年 度 

子 育 て 支 援 セ ン タ ー 数 1 箇所 1 箇所 1 箇所 

相 談 件 数 3,500 件 3,500 件 3,500 件 
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総合計画の位置付け 第1 章-基本施策3-施策4 (子育て情報の提供と、相談・交流の場づくりを推進します) 

会計 / 区分 【会計】一般会計 3 款-1 項-8 目     /  臨時経費 

事業名 9216 南部保健福祉センター施設改修事業 

担当所属 子育て支援課 事業期間 平成23 年度～平成31 年度 

【実施計画の概要】 

事業の内容 

複合施設「南部保健福祉センター」各施設の事業が円滑に実施できるように、建物及び設備の維持

管理を行い、保健・福祉サービスの充実を図ります。 

事業の目的 

複合施設内の各施設の利用者が施設を円滑に利用できるようにするため施設の維持保全を図りま

す。 

事業の効果 

施設の利用者が快適に施設を利用できるように施設及び設備の改善を行いました。 

【事業の概要】 

年度 事業費(千円) 事業内容 

平成30 年度 43,581 

施設の維持管理を適切に行います。 

南部保健福祉センター内さくらんぼ園部分の雨漏り解消のため、エキスパンショ

ンジョイント更新工事を実施いたします。 

平成31 年度 0 

施設の維持管理を適切に行います。 

平成32 年度 0 

施設の維持管理を適切に行います。 

合計 43,581  

【活動指標・成果指標】 

指標名 平 成 3 0 年 度  平 成 3 1 年 度  平 成 3 2 年 度 

施 設 の 整 備 状 況 100％ 100％ 100％ 

快適環境のための整備項目(施設整備計画)実施率 100％ 100％ 100％ 
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総合計画の位置付け 第1 章-基本施策3-施策4 (子育て情報の提供と、相談・交流の場づくりを推進します) 

会計 / 区分 【会計】一般会計 3 款-3 項-6 目     /  経常経費 

事業名 9722 児童センター管理運営事業 

担当所属 子育て支援課 事業期間 平成24 年度～平成31 年度 

【実施計画の概要】 

事業の内容 

地域の児童健全育成及び子育て支援の拠点である児童センターを指定管理者と連携を図りなが

ら、円滑に運営します。 

事業の目的 

地域の児童健全育成及び子育て支援の拠点施設として、地域や関係機関等と連携を図り、子ども

たちに健全な遊びを与え、その遊びを通して、子どもたちの自主性や創造性などを育むことを目的

としています。 

事業の効果 

・子どもの遊びの拠点となり、日常の安定した生活を支援します。 

・地域における子育て家庭に対する相談の場、交流の場となります。 

【事業の概要】 

年度 事業費(千円) 事業内容 

平成30 年度 149,278 

指定管理者と連携し、施設を安全に維持管理し、日常業務である児童健全育成

事業、子育て支援事業、地域交流事業、児童向け図書の閲覧及び貸出、放課後

児童の保育を行います。 

平成31 年度 149,278 

指定管理者と連携し、施設を安全に維持管理し、日常業務である児童健全育成

事業、子育て支援事業、地域交流事業、児童向け図書の閲覧及び貸出、放課後

児童の保育を行います。 

平成32 年度 149,278 

指定管理者と連携し、施設を安全に維持管理し、日常業務である児童健全育成

事業、子育て支援事業、地域交流事業、児童向け図書の閲覧及び貸出、放課後

児童の保育を行います。 

合計 447,834  

【活動指標・成果指標】 

指標名 平 成 3 0 年 度  平 成 3 1 年 度  平 成 3 2 年 度  

児 童 セ ン タ ー ・ 老 幼 の 館 数 5 箇所 5 箇所 5 箇所 

児童センター・老幼の館利用人数(幼児)  40,000 人 40,000 人 40,000 人 

児童センター・老幼の館利用人数(小学生) 30,000 人 30,000 人 30,000 人 

児童センター・老幼の館利用人数(一般)  60,000 人 60,000 人 60,000 人 
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総合計画の位置付け 第1 章-基本施策3-施策4 (子育て情報の提供と、相談・交流の場づくりを推進します) 

会計 / 区分 【会計】一般会計 3 款-3 項-1 目     /  臨時経費 

事業名 9759 子育て支援企画推進事業 

担当所属 子育て支援課 事業期間 平成25 年度～平成31 年度 

【実施計画の概要】 

事業の内容 

子育て支援施策の推進にあたり、既存事業に含まれず単発的に発生する事業費について、本予算

事業で計上します。 

事業の目的 

適切な事業計上により、子育て支援施策の推進に円滑に対応します。 

事業の効果 

適切な事業計上により、子育て支援施策の推進が可能となります。 

【事業の概要】 

年度 事業費(千円) 事業内容 

平成30 年度 2,614 

・子ども・子育て支援事業計画の次期計画策定のためのニーズ調査業務委託 

平成31 年度 0 

・子ども・子育て支援事業計画の次期計画策定のための計画策定支援業務委託 

平成32 年度 0 

 

合計 2,614  

【活動指標・成果指標】 

指標名 平 成 3 0 年 度 平 成 3 1 年 度 平 成 3 2 年 度 

委 託 事 業 者 と の 打 ち 合 わ せ 3 回 － － 

ニ ー ズ 調 査 報 告 書 の 作 成 1 回 － － 
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総合計画の位置付け 第1 章-基本施策3-施策4 (子育て情報の提供と、相談・交流の場づくりを推進します) 

会計 / 区分 【会計】一般会計 3 款-3 項-1 目     /  臨時経費 

事業名 11874 子育て世代包括支援センター事業 

担当所属 子育て支援課 事業期間 平成28 年度～平成31 年度 

【実施計画の概要】 

事業の内容 

母子健康手帳交付の際に、保健師が全ての妊産婦と面接を行い状況把握、必要に応じて支援プラ

ンを策定し関係機関と連携を図り継続的に支援します。母子保健施策と子育て支援施策の一体的

な提供を通じ、妊娠期から子育て期にわたる切れ目のない支援体制を構築してまいります。 

事業の目的 

妊娠期から子育て期にわたるまで切れ目なく支援を行うことができます。 

事業の効果 

妊娠期から子育て期にわたるまでの切れ目ない支援を実施することで、安心して子育てできる環境

を整えることができます。 

【事業の概要】 

年度 事業費(千円) 事業内容 

平成30 年度 45,475 

子育て世代包括支援センターの運営 

平成31 年度 17,349 

子育て世代包括支援センターの運営 

平成32 年度 17,349 

子育て世代包括支援センターの運営 

合計 80,173  

【活動指標・成果指標】 

指標名 平 成 3 0 年 度  平 成 3 1 年 度  平 成 3 2 年 度  

妊娠届出時の妊婦面接実施率  95％ 98％ 98％ 

相 談 件 数 （ 延 べ 件 数 ）  2,400 件 2,500 件 2,500 件 

支 援 プ ラ ン の 策 定 数  220 人 240 人 240 人 

子育て環境が良いと感じる者の割合  増加 増加 増加 
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総合計画の位置付け 第1 章-基本施策3-施策5 (地域における子育て協力体制づくりを推進します) 

会計 / 区分 【会計】一般会計 3 款-3 項-1 目     /  臨時経費 

事業名 41 ファミリーサポートセンター事業 

担当所属 子育て支援課 事業期間 平成22 年度～平成31 年度 

【実施計画の概要】 

事業の内容 

・援助を受けたい人と行いたい人が会員となり、地域において子育てを助け合う組織であるファミリ

ーサポートセンター事業について、民間事業者に委託し、子育ての協力会員(提供会員)と利用会

員の募集、相互援助活動に関する連絡・調整等を行います。 

・具体的には、急な残業や保育施設までの送迎、保護者の病気や急用等の場合に、子どもを預か

る支援などの事業を行います。 

事業の目的 

労働者が仕事と育児を両立できる環境を整備するとともに、地域の子育て支援を行うことにより、労

働者の福祉の増進及び児童の福祉の向上を図ることを目的とします。 

事業の効果 

会員相互の組織により、地域における子育て力の復活が期待できます。また、多様化する保育ニ

ーズへの対応も可能となります。 

【事業の概要】 

年度 事業費(千円) 事業内容 

平成30 年度 12,899 

地域の助け合いによる子育ての援助活動であるファミリーサポートセンター事業

を委託により実施します。 

平成31 年度 12,899 

地域の助け合いによる子育ての援助活動であるファミリーサポートセンター事業

を委託により実施します。 

平成32 年度 12,899 

地域の助け合いによる子育ての援助活動であるファミリーサポートセンター事業

を委託により実施します。 

合計 38,697  

【活動指標・成果指標】 

指標名 平 成 3 0 年 度  平 成 3 1 年 度  平 成 3 2 年 度  

フ ァ ミ リ ー サ ポ ー ト セ ン タ ー 数 1 箇所 1 箇所 1 箇所 

説 明 会 の 開 催 回 数  12 回 12 回 12 回 

ファミリーサポートセンター会 員 数 1050 人 1100 人 1150 人 

相 互 援 助 活 動 件 数  5,100 件 5,600 件 6,000 件 
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総合計画の位置付け 第1 章-基本施策3-施策5 (地域における子育て協力体制づくりを推進します) 

会計 / 区分 【会計】一般会計 3 款-3 項-1 目     /  経常経費 

事業名 373 児童福祉一般事務費 

担当所属 子育て支援課 事業期間 平成23 年度～平成31 年度 

【実施計画の概要】 

事業の内容 

子育て支援施策全般にわたる方針等に関して、市長の諮問に応じて審議会を開催し、その結果に

ついて市長に答申します。 

事業の目的 

子育て支援施策の推進を図ります。 

事業の効果 

学識経験者、保護者代表、市民代表等から意見を聞くことができ、子育て支援施策の推進を図るこ

とができます。 

【事業の概要】 

年度 事業費(千円) 事業内容 

平成30 年度 2,030 

・子育て支援推進委員会の開催、佐倉市子ども・子育て支援事業計画の進捗管

理を行います。 

・子育て支援推進委員会を地方版子ども・子育て会議としても活用します。 

平成31 年度 2,030 

・子育て支援推進委員会の開催、佐倉市子ども・子育て支援事業計画の進捗管

理を行います。 

・子育て支援推進委員会を地方版子ども・子育て会議としても活用します。 

平成32 年度 2,030 

・子育て支援推進委員会の開催、佐倉市子ども・子育て支援事業計画の進捗管

理を行います。 

・子育て支援推進委員会を地方版子ども・子育て会議としても活用します。 

合計 6,090  

【活動指標・成果指標】 

指標名 平 成 3 0 年 度  平 成 3 1 年 度  平 成 3 2 年 度  

子育て支援推進委員会の開催回数/年  4 回 4 回 4 回 

委 員 会 に よ る 答 申 回 数  1 回 1 回 1 回 
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総合計画の位置付け 第1 章-基本施策3-施策6 (子育てに係る経済的負担の軽減を推進します) 

会計 / 区分 【会計】一般会計 4 款-1 項-1 目     /  臨時経費 

事業名 271 子ども医療費助成事業（市費拡充分） 

担当所属 児童青少年課 事業期間 昭和48 年度～平成31 年度 

【実施計画の概要】 

事業の内容 

千葉県の補助対象範囲外の保険診療分の医療費について、通・入院とも中学校３年生までその一

部を助成します。 

・市補助事業 

助成対象者：0 歳から中学校3 年生までの児童の通院・入院 

助  成  額：通院のうち県補助対象者は原則 100 円助成、小学校 4 年生から中学校 3 年生までの

児童および県補助非対象者は医療費自己負担額から一部負担額(200 円)を除いた額を全額助成。

入院医療費の自己負担額から一部負担額(200 円)を除いた額 

※一部負担額＝通院１回・入院1日につき200円（保護者の住民税所得割が非課税の場合は0円） 

事業の目的 

子どもの保健の向上及び子育て支援体制の充実を図ります。 

事業の効果 

・子どもの保健対策の充実及び保護者の経済的負担が軽減されます。 

・子育て世代を中心とした生産年齢の維持、選ばれるまちづくりの推進が図れます。 

・千葉県の補助対象範囲外の医療費等を助成をすることにより、安心して子どもを産み育てられる

体制整備の一助となります。 

【事業の概要】 

年度 事業費(千円) 事業内容 

平成30 年度 246,590 

入・通院とも中学校3 年生まで、保険診療分の医療費等の一部を助成します。 

情報連携に対応するため、医療費助成関係システムの改修を行います。 

平成31 年度 245,013 

入・通院とも中学校3 年生まで、保険診療分の医療費等の一部を助成します。 

平成32 年度 245,013 

入・通院とも中学校3 年生まで、保険診療分の医療費等の一部を助成します。 

合計 736,616  

【活動指標・成果指標】 

指標名 平 成 3 0 年 度  平 成 3 1 年 度  平 成 3 2 年 度  

認 定 者 数 22,000 人 22,000 人 22,000 人 

助 成 金 額 231,658 千円 231,658 千円 231,658 千円 
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総合計画の位置付け 第1 章-基本施策3-施策6 (子育てに係る経済的負担の軽減を推進します) 

会計 / 区分 【会計】一般会計 3 款-3 項-3 目     /  臨時経費 

事業名 479 ひとり親家庭等自立支援事業 

担当所属 児童青少年課 事業期間 平成20 年度～平成31 年度 

【実施計画の概要】 

事業の内容 

・ひとり親家庭等の生活の安定と自立支援の充実を図るため、就業促進及び日常生活支援等施策

を行います。 

・ひとり親家庭自立支援相談事業（ひとり親家庭の生活、資金、利用できる制度等についての相談）

を実施しています。 

・ひとり親家庭の親が就労に必要な資格を取得するための助成として、自立支援教育訓練給付事

業、高等職業訓練促進給付金等支給事業、高等学校卒業程度認定試験合格支援事業を行ってい

ます。 

事業の目的 

・ひとり親家庭等の生活の安定と自立支援の充実を図ります。 

・ひとり親家庭の親の主体的な能力開発を支援し、就業機会の促進を図ります。 

事業の効果 

ひとり親家庭等の生活の安定と自立が図られます。 

【事業の概要】 

年度 事業費(千円) 事業内容 

平成30 年度 13,726 

相談事業、就労を促進するための自立支援給付事業、日常生活支援等事業の実

施 

平成31 年度 13,726 

相談事業、就労を促進するための自立支援給付事業、日常生活支援等事業の実

施 

平成32 年度 13,726 

相談事業、就労を促進するための自立支援給付事業、日常生活支援等事業の実

施 

合計 41,178  

【活動指標・成果指標】 

指標名 平 成 3 0 年 度  平 成 3 1 年 度  平 成 3 2 年 度  

事 業 の 実 施 数 5 事業 5 事業 5 事業 

自立支援教育訓練給付金支給者数  5 人 5 人 5 人 

ひ と り 親 家 庭 相 談 件 数 相談に対して適切に

対応 

相談に対して適切に

対応 

相談に対して適切に

対応 

日常生活支援事業述べ利用者数 申請に対して適切に

対応 

申請に対して適切に

対応 

申請に対して適切に

対応 

高等職業訓練促進給付金支給者数  9 人 9 人 9 人 

高等学校卒業程度認定試験合格支援事業支給者数  １人 １人 １人 
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総合計画の位置付け 第1 章-基本施策3-施策6 (子育てに係る経済的負担の軽減を推進します) 

会計 / 区分 【会計】一般会計 4 款-1 項-1 目     /  経常経費 

事業名 564 子ども医療費助成事業（県費制度分） 

担当所属 児童青少年課 事業期間 昭和48 年度～平成31 年度 

【実施計画の概要】 

事業の内容 

通院については小学校３年生まで、入院については中学校３年生までの子どもの医療費につい

て、県の補助基準に合わせて助成します。 

・県補助事業 

 助成対象者：0 歳から中学校 3 年生までの児童に対する入院、0 歳から小学校 3 年生までの児童

に対する通院を対象。 

 助 成 額：医療費の自己負担額から一部負担金を除いた額 

※一部負担金＝通院、入院 1 回につき 300 円（住民税の所得割非課税は 0 円：但し年間総所得に

より非補助対象となる場合あり） 

事業の目的 

子どもの保健の向上及び子育て支援体制の充実を図ります。 

事業の効果 

・子どもの保健対策の充実及び保護者の経済的負担が軽減されます。 

・子育て世代を中心とした生産年齢の維持が図れます。 

【事業の概要】 

年度 事業費(千円) 事業内容 

平成30 年度 312,719 

通院については、小学校 3 年生まで、入院については中学校 3 年生までの子ど

もの医療費等について、県の補助基準に合わせて助成します。 

平成31 年度 312,719 

通院については、小学校 3 年生まで、入院については中学校 3 年生までの子ど

もの医療費等について、県の補助基準に合わせて助成します。 

平成32 年度 312,719 

通院については、小学校 3 年生まで、入院については中学校 3 年生までの子ど

もの医療費等について、県の補助基準に合わせて助成します。 

合計 938,157  

【活動指標・成果指標】 

指標名 平 成 3 0 年 度  平 成 3 1 年 度  平 成 3 2 年 度  

認 定 者 数 20,000 人 20,000 人 20,000 人 

助 成 額 298,154 千円 298,154 千円 298,154 千円 
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総合計画の位置付け 第1 章-基本施策3-施策6 (子育てに係る経済的負担の軽減を推進します) 

会計 / 区分 【会計】一般会計 3 款-3 項-3 目     /  経常経費 

事業名 823 ひとり親家庭等医療費等助成事業 

担当所属 児童青少年課 事業期間 昭和58 年度～平成31 年度 

【実施計画の概要】 

事業の内容 

ひとり親家庭に対し、医療費等の自己負担額の一部を控除した額を助成します。 

事業の目的 

ひとり親家庭等に対し、医療費等の一部を助成することにより、ひとり親家庭等の生活の安定の確

保と福祉の向上を図ります。 

事業の効果 

・ひとり親家庭等の生活の安定の確保が図られます。 

・安心して医療機関にかかることができます。 

・健康の保持と福祉の増進が図られます。 

【事業の概要】 

年度 事業費(千円) 事業内容 

平成30 年度 18,972 

医療費等の自己負担額の一部を控除した残金を助成 

平成31 年度 18,972 

医療費等の自己負担額の一部を控除した残金を助成 

平成32 年度 18,972 

医療費等の自己負担額の一部を控除した残金を助成 

合計 56,916  

【活動指標・成果指標】 

指標名 平 成 3 0 年 度  平 成 3 1 年 度  平 成 3 2 年 度  

受 給 資 格 世 帯 数 1,272 世帯 1,272 世帯 1,272 世帯 

医 療 費 助 成 額  18,961 千円 18,961 千円 18,961 千円 
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総合計画の位置付け 第1 章-基本施策3-施策6 (子育てに係る経済的負担の軽減を推進します) 

会計 / 区分 【会計】一般会計 3 款-3 項-3 目     /  臨時経費 

事業名 7282 ひとり親家庭等児童入学及び就職祝金支給事業 

担当所属 児童青少年課 事業期間 昭和48 年度～平成31 年度 

【実施計画の概要】 

事業の内容 

ひとり親家庭等に対し、入学祝い金、就職祝い金を支給します。 

事業の目的 

児童の勉学及び勤労の意欲の高揚を図り、福祉の増進を図ります。 

事業の効果 

・ひとり親家庭等の激励になります。 

・ひとり親家庭等の児童の勉学意欲の向上につながります。 

【事業の概要】 

年度 事業費(千円) 事業内容 

平成30 年度 4,000 

入学祝い金、就職祝い金の支給 

平成31 年度 4,000 

入学祝い金、就職祝い金の支給 

平成32 年度 0 

 

合計 8,000  

【活動指標・成果指標】 

指標名 平 成 3 0 年 度  平 成 3 1 年 度  平 成 3 2 年 度  

支 給 額 4,000 千円 4,000 千円 - 

対 象 児 童 数  400 人 400 人 - 
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総合計画の位置付け 第1 章-基本施策3-施策7 (児童虐待防止対策を推進します) 

会計 / 区分 【会計】一般会計 3 款-3 項-2 目     /  臨時経費 

事業名 7362 家庭児童支援事業 

担当所属 児童青少年課 事業期間 平成21 年度～平成31 年度 

 

【実施計画の概要】 

事業の内容 

子どもの養育について支援が必要でありながら、自ら外に支援を求めることが困難な家庭に対し、

家庭訪問などを通じて、育児指導、栄養指導、家事援助などを実施します。 

事業の目的 

児童虐待の早期発見、早期対応を行います。 

事業の効果 

虐待ハイリスク群の家庭の減少が期待できます。 

 

【事業の概要】 

年度 事業費(千円) 事業内容 

平成30 年度 3,358 

・不適切な養育状況にあり、保護者の養育を支援することが特に必要と認められ

る児童及びその保護者又は出産後の養育について出産前において支援を行うこ

とが特に必要だと認められる妊婦に対し、その養育が適切に行われるよう、養育

に関する相談、指導、助言その他必要な援助を行います。 

・支援者の資質の向上を図るために研修を行います。 

平成31 年度 2,926 

・不適切な養育状況にあり、保護者の養育を支援することが特に必要と認められ

る児童及びその保護者又は出産後の養育について出産前において支援を行うこ

とが特に必要だと認められる妊婦に対し、その養育が適切に行われるよう、養育

に関する相談、指導、助言その他必要な援助を行います。 

・支援者の資質の向上を図るために研修を行います。 

平成32 年度 2,926 

・不適切な養育状況にあり、保護者の養育を支援することが特に必要と認められ

る児童及びその保護者又は出産後の養育について出産前において支援を行うこ

とが特に必要だと認められる妊婦に対し、その養育が適切に行われるよう、養育

に関する相談、指導、助言その他必要な援助を行います。 

・支援者の資質の向上を図るために研修を行います。 

合計 9,210  

 

【活動指標・成果指標】 

指標名 平 成 3 0 年 度  平 成 3 1 年 度  平 成 3 2 年 度  

支 援 家 庭 数  35 世帯 35 世帯 35 世帯 

支 援 訪 問 延 回 数 156 回 156 回 156 回 

把 握 世 帯 へ の 支 援 対 応 率  100% 100% 100% 
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総合計画の位置付け 第1 章-基本施策4-施策1 (高齢者が楽しく生きがいのある暮らしづくりを推進します) 

会計 / 区分 【会計】一般会計 3 款-2 項-1 目     /  経常経費 

事業名 31 高齢者福祉一般事務費 

担当所属 高齢者福祉課 事業期間 平成28 年度～平成31 年度 

【実施計画の概要】 

事業の内容 

高齢者福祉施策を円滑に進めるために必要となる経費(消耗品の購入やシステム賃借等)を計上

し、事務を迅速かつ正確に遂行します。 

事業の目的 

高齢者福祉課の所掌事務全般を推進するとともに、高齢者安心カードを作成・発行するため、所要

の事務経費を計上しています。 

事業の効果 

事務事業を効率良く推進します。 

【事業の概要】 

年度 事業費(千円) 事業内容 

平成30 年度 348 

一般事務用消耗品、高齢者安心カード事業の経費等 

平成31 年度 348 

一般事務用消耗品、高齢者安心カード事業の経費等 

平成32 年度 348 

一般事務用消耗品、高齢者安心カード事業の経費等 

合計 1,044  

【活動指標・成果指標】 

指標名 平 成 3 0 年 度  平 成 3 1 年 度  平 成 3 2 年 度  

高齢者安心カード発行枚数（累計） 1,700 枚 1,700 枚 1,700 枚 

生きがい支援など高齢者福祉サービスが充実していると感じる市民の割合  34% 34% 34% 
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